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トンガ海底火山噴火とそれに伴う津波の予測と災害に関する総合調査
ー科学研究費特別研究促進費による突発災害調査研究令和3-4年度報告ー

佐竹健治＊ •前野深＊ •西田究＊・サッパシーアナワット＊＊ •関谷直也＊＊＊

＊東京大学地震研究所

＊＊東北大学災害科学国際研究所

＊＊＊東京大学大学院情報学環総合防災情報研究センター

要旨

2022年1月15日にフンガ・トンガーフンガ・ハアパイ火山で発生した噴火に伴い，世界各

地で急激な大気圧変化が観測された。日本沿岸では，津波の到達予測時刻より 2~3時間早

く，大気波動とほぼ同じ頃に海面変動が観測され始め，気象庁によって津波替報および注

意報が発表された。今回の噴火及びそれに伴う大気波動，津波について調査するため，科

研費の特別促進研究が立案された。本研究では，火山噴火現象の解明，火山性大気波動な

どによる津波発生・伝播メカニズムの解明，津波による我が国沿岸域への影響調査，社会

的影響・社会的側面の調査の 4つのテーマについて総合的な研究を実施した。

1．はじめに 津波発生・伝播メカニズムの解明

令和 4(2022)年1月15日にトンガ諸島付近のフン ・国内外の微気圧観測データの解析による伝播特性

ガ・トンガーフンガ・ハアパイ火山（以下ではフンガ の解明

火山と呼ぶ）で噴火が発生，近隣の島嶼地域では降 ・大気波動の海面の進行に伴う先行波の発達・増幅

灰，津波などによる被害が発生した。この噴火に伴 に関する解析

い，世界各地で急激な大気圧変化が観測され，日本 ・噴火に伴う津波発生メカニズムの解明と火山性津

でも噴火の約7時間後に記録された。日本沿岸では， 波の予測手法の開発

津波の到達予測時刻より 2~3時間早く，大気波動と テーマ 3:トンガ噴火性津波による我が国沿岸域へ

ほぼ同じ頃に津波が観測され始め，鹿児島県や岩手 の影響調査

県でlmを超えたため，気象庁によって津波弊報およ ・沿岸域での被害実態および生態系への影響の把握

び注意報が発表された。 ・観測された津波の外力と被害との関係解明（被害

今回の噴火は稀にみる規模であったこと，噴火に 関数の提案）

よる大気圧変動と潮位変化が世界中で記録されたこ ・今後の課題や対応策の整理

とから，科学研究費補助金•特別研究促進費（いわゆ ・得られた情報・知見を海外，特に小島嶼開発途上国

る突発災害）が交付され， 火山学，地震学，超高層 (SIDS) などへの提言と支援

物理学，津波工学，災害情報学などの多岐にわたる テーマ4：社会的影響・社会的側面の調査

分野の研究者が， 12大学・ 6研究機関から研究分担者 ・国内の津波警報と住民の対応の調査

（表1)及び研究協力者として参加した。 4つのテー ・現地および周辺国における噴火被害の状況につい

マの主な研究内容は以下の通りである。 ての情報収集

テーマ1：火山噴火現象の解明

・多項目観測による浅海火山爆発過程の解明 本研究は，採択の決定と開始が年度末であったこ

・火山噴火による大気波動の励起メカニズムの解明 ろから，令和3・4年度にわたるものとなった。昨年度

．噴火シミュレーション・規模推定 の自然災害シンポジウムでは令和3年度の活動につ

テーマ 2：火山性大気波動などによる全球規模での いて報告したが，今回は両年度分について報告する。
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表 4つのテーマの研究分担者

テーマ1

前野深 東京大学地康研究所

山本真行 高知工科大学システム工学群

鈴木雄治郎 東京大学地震研究所

テーマ2

西田究 東京大学地震研究所

綿田辰吾 東京大学地康研究所）

有川太郎 中央大学理工学部

田中健路 広島工業大学環境学部

藤井雄士郎 建築研究所国際地震工学センター

近貞直孝 防災科学技術研究所

山田真澄 京都大学防災研究所

柿沼太郎 鹿児島大学理工学域工学系

西村裕一 北海道大学大学院理学研究院

対馬弘晃 気象庁気象研究所

テーマ3

サッバシーアナリット東北大学災害科学国際研究所

朝位孝二 山口大学大学院創成科学研究科

鴫原良典 防衛大学校システム丁学群

高川智博 海上・港湾・航空技術研究所

佐々木大輔 東北大学災害科学国際研究所

王宇晨 海洋研究開発機構海域地震火山部門

テーマ4

関谷直也 東京大学情報学環

吉本充宏 山梨県宮士山科学研究所

秦康範 山梨大学大学院総合研究部

佐藤翔輔 東北大学災害国際科学研究所

2. 火山現象の解明 （テーマ 1)

2.1 噴出物と噴火過程

年 1月 日に発生したフンガ火山の爆発的噴

火は，成層圏を貫く巨大な噴煙を形成し，大気•海

洋・電離圏に全球規模の擾乱を引き起こした（前野

）。この噴火により，フンガ火山山頂部では約

の物質が失われ，深さ 以上のカルデラが形

成された（ ）。

今回の噴火を引き起こしたマグマの蓄積・上昇・

噴出過程の理解を進めるために，噴出物の岩石学的

特徴について検討した。フンガ火山から南南東約

に位置するトンガタプ島では，噴煙からの降下堆

積物（内睦）と，海面上を浮遊し海流や津波により運

搬された堆積物（沿岸）の二種類の堆積物が存在す

る。 （トンガ地質調査局）および の協力を得

て現地で噴出物調査を行うとともに，代表的噴出物

の岩石記載および による全岩化学組成分析，

による鉱物・ガラス化学組成分析を行った。

分析した噴出物は，降下堆積物を構成する灰色と

黒色の礫サイズの軽石，および岩塊サイズの漂着軽

石である。漂着軽石は黒色で，急冷を示唆するガラ

ス質部分が認められる場合がある。漂着軽石は

年月以降， 年月 日までの先行フェーズの噴

火に由来するものと考えられる。斑晶鉱物は共通し

て両輝石，斜長石，鉄チタン酸化物である。

全岩化学組成分析の結果，降下軽石は概ね 含

有量ー の安山岩であり， ー 年噴火を

含む過去のフンガ火山の噴出物が示す組成トレンド

（ ）内に収まった（図 ）。なお，

降下軽石のうち灰色軽石の方がやや苦鉄質である。

漂流軽石には降下軽石と同様の特徴を持つものに加

えて， 含有量で に達するもの（デイサイ

ト）が含まれることがわかった。それぞれの噴出物

について両輝石の化学組成と の地質

温度計を用いて，マグマの温度を推定したところ，

降下軽石と漂流軽石それぞれに対して ー ℃， 

ー ℃と見積もられた。灰色軽石の両輝石は黒色

軽石のものよりも に富むこともわかったが，温

度推定では明瞭な差としては現れなかった。さらに，

斜長石および石甚・メルト包有物の化学組成と上記

で推定された温度および に

よる含水量計を用いて，降下軽石と漂流軽石のマグ

マの含水量はそれぞれ (J 

(J と推定された。
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図 火口から約 離れたフィジー（青）とウ

オリスフツナ（黄）の地震データ

の振幅変化とひまわり号

赤外画像 の画像処理結果。

以上の結果より，今回の噴火の最盛期では従来の

活動によるマグマと類似の安山岩質マグマが噴出し

たと考えられる。島弧で一般的な珪長質マグマによ

るカルデラ形成噴火とは異なるタイプの噴火であっ

たことは特筆すべき点と言える。また，噴火最盛期

以前の活動の最中に，やや低温のデイサイトが噴出

したことがわかった。このデイサイトと同様の岩石

は，トンガ諸島ではフンガ火山の北北東約 に

あるフォヌアレイ火山で見出されているものの（図

），これまでフンガ火山では報告がない。デイサイ

トが最盛期以前に噴出していたとすると，その起源

や最盛期活動との関連は興味深く，今後さらなる検

討が必要である。

2.2噴火推移

すでに多様な観測データを用いて大噴火の閲始過

程について研究が進められており 年月 日の

大噴火の開始は ごろという結果に収束しつ

つある。一方，その前駆的な過程については，まだ十

分に解明されていない。 は，現地

の聞き取り調査をもとに咽火開始時間を とし，

は， に観測された小噴

火を大規模噴火の始まりと考えた。

は，噴火口から約

観測点の地震計と気圧計のデ

大噴火前後の微細な変動を抽出

は，同程度

離れたフィジ一

ータを統合解析し，

してきた。堀内他

の距離にあるウォリスフツナの 観測点の地震

計データを追加し，衛星画像のさらに詳細な観察を

加えることで噴火とそれ以外の信号の切り分けを行

った。その結果，二つの地震観測点で共通の振幅増
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図 フンガ火山噴火の噴煙次元シミュレーションから

得られた噴煙最高高度。混合した海水の質量分率nsw

を変え，噴出率に対する噴煙高度を表す。

加が 頃から始まっていることを見出し，その開

始時間の同時性や，より遠方の観測点で見られない

ことから，フンガ火山起源である可能性のあること

を示した（図 ）。そうだとするとその開始時刻は

頃である。衛星画像には，対応する表面現象が確

認できないことから，これは地下または海底で発生

したもので，噴火の前駆過程であると考えられる。

一方，上述の の小噴火に対応する地震波は確認

できず，また，衛星画像解析の結果からも，この小噴

火は前日から間欠的に発生していた小噴火の最後の

一つとするのが妥当である。本研究成果は，上述の

の報告をデータから裏付ける最

初の証拠として重要なものである。

2.3噴煙の数値シミュレーション

フンガ火山噴火で観察された高度 を超す噴

煙（ ）は，観測史上もっとも高い噴煙

のひとつとなった。非常に強い噴火であるヒ゜ナツボ

火山 年噴火の噴煙高度は 程度であり

（ ），フンガ火山噴火では多量の

海水が関与したことが噴煙裔度に影警を与えたと考

えられる。海域での火山噴火現象を理解する上で，

マグマ物質と海水の混合比と噴煙ダイナミクスの関

係を誂論することは重要である。

頃に最も強い噴火フェーズ

があったと観察されている。この噴火フェーズに関

して数値シミュレーションを実施した。計算には

が開発した次元流体力

学モデルを用いた。滑り条件を与えた平坦な海水面

に円形の火口を仮定し，そこからマグマ物質と海水
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の混合物を庇速で噴出させた。計算領域内は気象再

解析で得られた温度・密度・圧カ・風速の大気条件を

与えた。単純のために，大気条件は水平方向には一

様とした。マグマと海水の温度を固定し，その混合

比を変えることで噴出混合物の温度・密度が異なる

シミュレーションを行った。また，それぞれの混合

比に対し，噴出率を変えた計算を行った。

数値計算の結果，マグマ物質と海水の混合比によ

って噴煙高度は大きく異なることが分かった。海水

混合量が多い場合，咽出混合物の温度は低く，密度

は大きい。そのため，噴出後に取り込んだ大気を効

率よく膨張させることができず，噴煙は重い状態で

火砕流を形成した。その結果，噴煙は火砕流を形成

し，噴煙高度は低くなった。一方，海水混合量が少な

い場合はマグマ噴火として振る舞い，噴煙高度は

程度となった．混合物中における海水の質量分率

が 程度の時，噴煙の最高高度は を超し，

フンガ火山噴火の観測データを説明することができ

た。これらの結果より， 程度の水が加わるこ

とでマグマ噴火よりも高い噴煙を形成することが明

らかになった。

3. 火山性大気波動による全球規模での津波

発生・伝播メカニズムの解明 （テーマ 2)

フンガ火山噴火後に顕著な津波が観測された

石峯，

柿沼

徳田ら

田中ら 田中・石丸

綿田

山田 ）。その到達時刻は

通常の津波より早く，最大波高が第一波から遅れて

（日本付近では3-5時間後）到達し，継続時間が通常

の津波よりも長く，海域経由では到達できない地中

海や大西洋で観測された，等の特徴があった。その

ため，防災上も大きな問題を投げかけた。過去の類

似の事例としては， 年のクラカタウ火山噴火時

に，大気庄変動が津波を引き起こしたことが知られ

ている。 世紀ではあったが，噴火時に顕著な大気

波動が世界各地で観測された事から，大気重力波と

海面の共振で発生した可能性が指摘されていた

（ 綿田 ）。今回の大

気圧変動や津波は，世界中の ，微気圧計や潮位

計・海底圧力計で記録されている。テーマ 2では，こ

れらのデータを収集して解析し，火山噴火による大

気圏の挙動と津波の励起・伝播メカニズムを解明す

る。津波の励起・伝播メカニズムの解明は，今後同様

の現象が発生した場合にどの程度の津波が発生する

のかを即時的に把握するためにも重要である。

年月 日，フンガ火山の噴火に伴い，世界に

展開された大気圧観測網が顕著な気圧の増加を観測

した（ 西田 ）。これは，

大気ラム波と呼ばれる大気境界波の一種である。こ

の波は火山噴火時に励起され約 の速度で全

球規模に伝播しその後数日に渡って地球を周回し

た（図）。さらに，世界の海底に展開された水圧観

測網が，地球規模で伝播する津波を明瞭に観測した

（図）。

Lamb波 IRISの微気圧計 (LDO,LDI)
2022/1/15 4 :30 

L.L1.L3  

周期100-10000秒のバンドバスフィルタ

0 50000 1 00000 150000 200000 
秒

図 縦軸はフンガ火山からの距離（角度），横軸は

年月 H からの経過時間（秒）。微

気庄計記録に周期 秒から 秒のバンドパスフィ

ルタをかけた。

のデータを使用した。

A大気圧観測データ B海底圧力計データ ー 観測波形
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図 ラム波の伝播に伴う津波発生の数値計算波形と

観測波形の比較。 は大気圧観測波形の時系列，

は海底圧力観測波形の時系列。灰色線は観測波形を，

赤線はシミュレーション結果による波形である。各波形の

右横にあるアルファベット，数字は観測点の名前を示し

ている。 プレスリリースの図より引用。

ラム波の日本通過時に注目しアメダスの観測記録

を解析したところ，個々の観測点においては、対応

する気温・風速を記録していなかった。しかし、気

圧パルスの到着時刻にあわせて気温・風速記録を足

し合わせたところ，ラム波の伝播と整合した気圧・

風速変化の存在が明らかとなった。ラム波により輸

送された全波動エネルギーは であった

今回の噴火による津波には 2つの大きな特徴があ

った （ 久保田ら、 ）を波源

として予想される津波到達時刻よりも数時間ほど早

＜到達した点である。この津波の第一波は，観測さ
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れた大気ラム波とともに伝播しており，太平洋にお

ける平均的な津波の伝播速度 （ ～ ）より

有意に速く伝播した。 2つ目は，津波の継続時間が

数日と，通常の地喪に比べて非常に長い点である。

これらの特徴を理解するために，数値シミュレーシ

ョンを実施した（ ）。

シミュレーションでは，まず世界各地で観測され

た大気圧データを基に，ラム波が で伝播する

と仮定してラム波の伝播シミュレーションを実施し，

大気圧変化を計算した（図 ）。続いて，気圧変化

による津波の発生・伝播シミュレーションを実施し，

津波による海底における水圧変化を計算した（図 ）。

世界の海底水圧観測網について，シミュレーショ

ンにより計算された波形を実際の観測記録と比較し

たところ，計算波形はラム波の速度（ ）で伝播

する第一波部分をよく再現した（図 ）。移動する

気圧の波と津波の伝播速度が近い値となるとき，伝

播距離の増大に伴って海面変動の振幅が大きくなる

「共振現象」（「プラウドマン効果」とも呼ばれる）

が起こることが知られている。第一波は伝播と共に

増大していないことから典型的な共振現象とはいえ

ず，むしろ大気ラム波による海面の強制振動として

引き起こされたことを示唆している。

励起メカニズムについて模式図を図に示す。大気

中では，約 の速度でラム波が伝播する。海面

では，ラム波が海水を強制的に押し出すことにより，

ラム波と同じ速度で海面の隆起の波が伝播する （図

中 の波）。続いて，津波の速度（約 ～ ） 

で伝播する波が到来する（図中 の波）。噴火に伴

うカルデラの陥没の空間スケールは半径 程度と

小さく，単独で長波長の津波を効率的には励起する

事は難しい。そのために，後続波の励起には大きく

分けて 3つの要因が考えられる。 1つめとしては第

ー波として伝わる隆起の波の体積を保存するために

生じる沈降の波， 2つめは大気重力波（約 ） 

と津波の共振 （プラウドマン効果） によって生じ

る波， 3つめは噴火に伴う火山付近での海底地形変

化により生じる津波である（ ）。今

回観測された津波の全貌を理解するためには，これ

らの要因を今後詳細に検討することが重要である。

今回観測された津波の継続時間が数日と長かった

特徴を理解するためには，大気海洋のカップリング

を考えることが重要となる。図で示したように，大

気ラム波は数日程度の継続時間を持つ。定性的には，

大気側から継続的に津波ヘエネルギーを運んでいる

ことが，長い津波の継続時間の要因だと考えられる。

防災上も津波の継続時間は重要な情報であるため，

今後詳細な検討が必要である。

大気重力波 ラム波
約200-250m/s'i'J300m/s

.. ← ヤ

[11ラム波によって持ち上げられた海水（ラム波の速度で伝播）

[2]重力によって伝播する海洋波（津波の速度で伝播）
[2a]ラム波による第一波の体積保存により生じる沈降の波

[2b]大気重力波と海洋波の共振により伝播距離の増大に伴い増幅する波

[2c]火山付近での海底の地形変化により生じる津波

.. 

図 トンガ火山からの津波の発生と伝播の模式図。

プレスリリースの図より引用。

日本付近の海底水圧計データを詳細に解析したと

ころ，この津波は，水深が浅いほど大気ラム波と津

波の結合が弱くなるため，海岸に近づくと振幅が小

さくなるということがわかった（

）。津波の第一波は

日本に近づき大陸棚斜面を伝播する際に分裂し，伝

播速度の遅い海洋重力波の速度で伝播した。そのた

め，海岸で観測される津波の第一波は，ラム波が通

過してから数千秒遅れて到来することとなった。ま

た西南日本沿岸では，南北方向に伝播する顕著な短

周期成分に富む後続波を検出した

今回のフンガ火山の噴火では，地球規模で伝播す

る津波が発生した。このような大気波動起源の津波

は，始めて現代のデジタル記録システムで観測され，

多くの知見をもたらした。防災上も，今後津波警報

システムにおいて考慮されるべきものであると考え

られる（近貞， 2022)。より具体的には，火山から遠

く離れた場所の津波の最大振幅を即時的に予測する

ためには，大気圧観測データなどを利用して大気重

力波の励起量を高い精度で即時的に見積もることが

重要となろう。

4. 水産被害 （テーマ 3)

今回の津波が発生した月はカキ，ホタテ，ホヤ，

早ワカメ等の収穫の時期であった。国内の水産被害

としては，高知県をはじめとする 5つの県で沿岸漁

業の漁船の転覆・沈没等 隻の被害があり，徳島県

をはじめ 7つの県で漁具・養殖施設等の被害が報告

された（ ）。これまで，津波によ

る水産被害は 年チリ津波， 年チリ津波，

年東北地方太平洋沖地震津波などで報告されている

が，これらは地震によって発生した長周期の津波に

よるものである。これらの被害分析から，漁船では

高さ または流速 以上になると被害が出始め

（ ），養殖施設では流速 以

上になると，最高水位に関係なく被害が出始めるこ



Suppasri et al., 2018

 

 

2010

( 7, 8)

 

Coupling Air and Water wave

(x,y) (z) Runge-Kutta

 

 

 

21

200

 

2.5%

19.0% 32.0% 10

 

-7  

 

 
-8  

- 6 -

とが分かっている（ ）。しかしな

がら，今回のような火山噴火による非地震性でかつ

地震性準波に比べて短周期の津波によって漁業施設

が被災した事例はこれまでなかった。このように，

従来とは異なる特長の津波がもたらす水産被害を明

らかにするため，ヒアリング調査，数値解析，アンケ

ート調査を行い，今後の適切な対策を検討すること

が本テーマの目的である。

4.1 ヒアリング調査

宮古漁協と三陸やまだ漁協，大船渡漁協末崎支所，

松島湾での漁師と牡鹿半島での漁師を訪問した。三

陸地方では平常時または高波・高潮のときでも養殖

施設が耐えられる必要があり，重いアンカーで移動

されないように工夫している。 年チリ津波の際

は漂流・移動した養殖施設があったが，今回は，係留

位置がずれたり，養殖物をぶら下げているロープが

絡まったり，水産物同士が衝突する被害がほとんど

であることがわかった。これは，津波の周期の違い

によるものではないかと思われる。特に被害が多か

った山田湾図 と大船渡湾は湾の入口に被害が集

中しており，狭い場所で流速が大きくなったことに

より被害が出たことが考えられる。一方，松島湾で

は三陸地方に比べて緩やかな波かつ水深が浅いため

簡単な杭で固定している。そのため，一つの杭が倒

れると連鎖的に被害が発生した。

4.2数値解析

トンガ津波のような非地震性津波による養殖施設

被害の事例は少なく，被害に関する知見は少ない。

そのため， トンガ津波の特徴である短周期成分が養

殖施設に与えた影響の検討や非地震性津波による養

殖施設の被害メカニズムを明らかにすることは，津

波対策を行う上で重要である。そこで，津波数値計

算と漂流計算を行った。津波数値計算では，始めに

ラム波モデルによって噴火によって生じた気庄のシ

ミュレーションを行った。その後，得られた気圧を

モデルの気圧項に入力す

ることによって，津波のシミュレーションを行った。

また，漂流計算では津波数値計算で得られた水位と

流速を用いて養殖施設に作用する流体力を計算し，

剛体モデルに逐ー入力することで養殖施設の前進運

動 と回転運動の運動方程式を 法

により解いていき，養殖施設の位置と角度の数値解

を求めた。

主な解析結果として，湾奥に刷かうに従って水位が

大きくなっていること，湾口と局所的に浅海となっ

ている場所で流速が速くなっていること，流速が一

定値を超えると水位に関係なく養殖施設被害が発生

すること，殆どの施設は南北方向の変位より東西方

向の変位の方が大きく，東西方向で隣接している養

殖施設の衝突によって被害が生じたことを示した。
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図 山田湾での養殖施設被害図

4.3アンケート調査

インターネットによるアンケート調査では，定量

的アプローチによる仮説の検証を行った。調査栗は，

被害の状況，リスク認識，緊急対応，復旧，津波によ

る漁業被害のリスクが高い閲発途上国への国際協力

等に関する 間（本調査時）から構成されており，対

象者は，調査会社に登録されたモニターの中から業

種を「漁業関連」 「水産加工・サービス業関連」に限

定して抽出し，サンプルサイズは とした。主な調

査結果については以下の通りである。

「これまで、国外で発生した地震・噴火等に伴う

津波により、日本において漁業被害が発生する可能

性があると認識していましたか。」との質問に対し，

「非常に認識していた」「認識していた」「やや認識

していた」と回答した人の割合は，それぞれ ， 

， であった。また、 「今後 年以内に、

国外で発生した地震・噴火等に伴う津波により、日

本において漁業被害が発生する可能性があると思い

ますか。」との質問に対し， 「非常にそう思う」 「そ
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う思う」「ややそう思う」と回答した人の割合は，そ

れぞれ ， であった。さらに， 「今

後、準波による漁業被害のリスクが高い開発途上国

に対して、日本は積極的に漁業関連の国際協カ・貢

献を行うべきであると思いますか。」との質問に対

しては， 「非常にそう思う」 「そう思う」 「ややそう

思う」と回答した人の割合は，それぞれ

であった。

このように， 「漁業関連」 「水産加工・サービス業

関連」に携わる人の多くが，今後 年以内に日本に

おいて国外で発生した地震・噴火等に伴う津波によ

る漁業被害が発生する可能性について認識している

とともに，津波による漁業被害のリスクが高い開発

途上国への国際協力についても，概ね肯定的に捉え

ていることがわかった。

5. 社会的影響・社会的側面の調査（テーマ4)

本節では，気象庁等でまとめられた議論を踏まえ

つつトンガ諸島の火山噴火による潮位変化以降の情

報に関する議論と避難に関するポイント，奄美大島

における事例調査，今後の予定について論じる。

5.1 トンガ諸島の火山噴火による潮位変化以降の

情報に関する改善

年 月 日トンガ諸島の火山噴火による潮

位変化に際しては，太平洋沿岸の広い範囲に津波警

報や津波注意報が発表された。この潮位変化は，地

震に伴い発生する通常の津波とは異なるが，防災J:::

の観点から津波警報の仕組みを使って防災対応が呼

びかけられた。 年 月，気象庁では「火山噴火

等による潮位変化に関する情報のあり方検討会」が

設置され，噴煙高度約 以上の大規模噴火が

観測された場合に「津波発生の可能性」を発表する

こと，火山噴火による地形変化や気圧波に伴う津波

や潮位変化など海外の潮位観測点で警報・注意報の

発表基準を超えた場合に地震による津波と同様に

「津波弊報・注意報」の枠組みで情報を出していく

こと，また適宜「遠地地震に関する情報」を活用した

情報発信を行うことが確認された（気象庁， ）。

なお，気象庁の同検討会では，今回の潮位変化を

教訓として，現象面から，従来の近地地震，遠地地震

に加えて，火山性津波（海底地すべり，島嶼部の火山

活動による山体崩壊，海底噴火など）を加味し，

リードタイムが短く，日本睦地での揺れがある現象，

リードタイムが短く，日本陸地での揺れがない現

象， リードタイムが長く，日本陸地での揺れがな

い現象という 3パターンに分類された。

今回の潮位変化を踏まえれば，上記で検討はなさ

れなかったが避難行動に関し，二つポイントがある。

第一に揺れのない地震，夜間の地震という避難率

が低くとどまった要因である。①遠地津波ならでは

の間題として揺れがないので避難しない人が多かっ

たこと，②深夜の津波情報で避難しなければならな

かったこと，などが避難に与えた要因として課題で

あった。これは揺れが比較的小さいアウターライズ

に伴う津波と共通する課題である。

第二に「津波注意報」をどう伝えるかという課題

である。大津波警報の発表時には「最大クラスの津

波により浸水が想定される地域を対象とする」，津

波警報の発表時には「海岸堤防等が無い又は海岸堤

防等が低いため，高さ 3mの津波によって浸水が想

定される地域を対象とする」とされている。一方，津

波注意報の発表時には「漁業従事者，沿岸の港湾施

設等で仕事に従事する者，海水浴客等を念頭に，海

岸堤防等より海側の地域を対象とする」となってお

り，基本的に堤外にいる人によびかけることとなっ

ている。だが東北地方太平洋沖地震の余震での津波

注意報や 年月の山形県沖地震での津波注意報

などでも，どの地域の人まで逃げればよいかが住民

や自治体に理解されておらず，混乱を生んでいる。

これらは「注意報」ならではの課題ともいえる。

これに関し、①自治体郵送調査、②国内現地調査、

③住民郵送調査を行った。以下①、②を報告する。

5.2 自治体郵送調査

消防庁の調査によれば（内閣府・消防庁， ）， 

弊報が発表された自治体（ 自治体）では，警報を伝

達したのは ％ （ 自治体），避難指示を発したの

は ％ （ 自治体）である。一方，津波注意報が発

表された自治体（ 自治体）では，注意報を伝達し

たのは ％ （ 自治体），避難指示を発したのは

％ （ 自治体）に留まっている。注意報ほど，情

報の発出は低調であり，各市町村で判断が分かれた。

これをより詳細に確認するために，津波警報・注

意報が発表された沿岸の市町村を対象に調査を実施

の上，ヒアリングを実施した（三宅ら ）。調査

は沿岸の 市町村を対象に， 年月日～

年月 日の期間，郵送配布・郵送回収方式で行った

（回収率 ％）。自治体における住民への津波注

意報の伝達の有無，津波注意報発表を受けた避難指

示の発出の有無や避難指示の対象地域，津波注意報

の伝達や，避難指示の発出をしなかった場合には，

その理山について問うている。以下に調査結果の要

旨を述べる。

(1)避難指示の対象地域を巡る混乱

調査結果（表）によると，注意報が発表された

市町村のうち， ％ （ 市町村）が津波注意報を住

民に伝達し， ％ （ 市町村）が避難指示を発出し
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た。避難指示の対象地域は， 「海岸堤防より海側」が 表 2 フンガ火山噴火による潮位変動における情報発出

％ （ 市町村）と最多だったものの， 「市町村

全域」が ％ （村）「沿岸部（特に定めなかった）」

が ％ （市町）あった。 「市町村全域」に発出し

たのは，沖縄県伊平屋村の 村。 「沿岸部（特にさ

だめなかった）」に発出したのは，青森県八戸市，宮

城県七ヶ浜町，宮城県塩鼈市，宮城県女川町，千菓県

一宮町，千葉県大網白里市，静岡県伊東市の 市町

であった。電話での追加調査によると， 市町村は，

担当者が注意報の避難行動に関するガイドラインを

把握していないと回答し，その他の 市町は，ガイ

ドラインを把握した上であえて沿岸部全体に呼び掛

けていた。呼びかける手段として，防災無線を使用

せざるを得ず，堤外の対象地域や対象者に対して，

ピンポイントに避難を呼びかけることが難しいとい

う声もあった。いずれにしても，ガイドラインにお

ける「沿岸の」「海岸堤防等より海側」などの表現の

わかりにくさ， 「漁業関係者」「港湾施設等で仕事に

従事する者」などの対象者の不明確さが， 自治体の

避難指示発出を巡る対応に，混乱を生じさせている

と考えられる。

(2)自治体による未知の現象に対する異例の対応

本事象では，気象庁が「若干の海面変動が予想さ

れるが，被害の心配はない」と発表した後に，最大波

として に達する潮位変動を観測し，気象庁は防

災上の観点から津波警報・注意報を臨時的に適用し

て深夜に避難を呼びかけた。気象庁側の対応が二転

三転し，深夜の津波情報で避難しなければならなか

ったことで，自治体の対応が分かれたと考えらえる。

自治体の今回における理想的な対応とは「津波注

意報が発表されたことを対象者に十分に周知し，注

意報の対象地域（海岸堤防より海側のエリア）に対

して避難指示を発出する」であったと考えるが，実

態はそうではない。津波注意報を伝達せず，避難指

示も発出しなかった自治体は， ％ （ 市町村）

ある。注意報の伝達や避難指示の発出を巡る対応が

自治体によって大きく分かれたことも，混乱があっ

たことの証左である。

本事象を受け，気象庁は火山噴火による潮位変化

で，地震津波と同様に「津波警報・注意報」の枠組み

で情報を出すことになった。今後，自治体において

は，本事象を想定した避難指示の発令基準を設定す

るなど，事前の準備が求められる。

なお，潮位変化というよりは，津波注意報におけ

る呼びかけに関して，現在のガイドラインは， 自治

体に十分に理解されておらず，自治体の避難情報の

運用実態とも乖離している。実態を踏まえたより良

いガイドラインの在り方を検討する必要がある。

避難指示

発出 発出しな 計

した かった

津

波 伝達した 30自治体 86自治体 116自治体

注

-足！、
伝達しな

0自治体 49自治体 49自治体
報 かった

計 30自治体 135自治体 165自治体

5.3 事例調査ー奄美市，大和村の事例

年月 日 時（日本時間）頃にフンガ火山で

発生した噴火によって，同日 時 分に鹿児島県奄

美市にある奄美市名瀬小湊で の潮位変化が観測

され，翌 日時分には気象庁から津波響報が岩手

県沿岸部ならびに奄美群島，トカラ列島に発表され，

北海道から鹿児島県の太平洋沿岸や沖縄県などに津

波注意報が発表された。それにともない，各沿岸部

の自治体は避難情報を発表した。我々は，事例調査

として，避難指示が発せられた奄美市総務課，大和

村総務課に対して月 日にヒアリング調査を行っ

た。以下はその要旨である。

(1)噴火直後

奄美市ならびに大和村のいずれも，噴火のことは

担当者がニュースで認識したが，その後，特に情報

収集は行っていない。鹿児島県から若千の海面変動

に関する津波予報の発表を確認した程度であった。

そのため，津波警報発表までの間，危機対応は行わ

れていない。

(2)津波警報発表後

気象庁からの津波警報は， アラートの自動放送で

発表が覚知された。奄美市においては， 日時 分

に災害対策本部が設置され，市内全域に避難指示が

発表，エリアメールなどを通じて高台への避難が呼

びかけられた。その後も繰り返し，防災行政無線か

ら高台への避難の広報がなされた（時 分， 時

分， 時分）。一方の大和村においても時分に災

害対策本部が設置され，消防団員によって避難の呼

びかけがなされた。その後，村内全域を対象とした

避難指示が発表，避難の継続の呼びかけが防災行政

無線を通じて複数回（時分，時分，時分），

行われた。

なお，この間に気象台などから自治体への情報提

供はなく，テレビニュースが自治体の主たる情報手

段であった。一方で，報道機関からの取材依頼は非

常に多く，電話が鳴りやまない状況であった。

夜が明け， 時 分に津波警報から津波注意報へと

引き下げられると，奄美市，大和村いずれも避難指

示を解除した。大和村においては，全消防団員に対
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しても解除の連絡が行われた。ただし，この解除に

ついてはいずれの自治体も判断に迷いがあったこと

が明らかとなった。津波注意報に引き下げられたこ

とで，避難指示を解除しても良いのか，安全になっ

たと捉えられかねないとの懸念である。奄美市では，

「海に入らないように」と注意するように心がけた

という。その後， 時には津波注意報も解除された。

奄美市，大和村はいずれも津波警報をトリガーと

して全域に対して避難指示が発表され，その解除の

タイミングに関しては迷いが生じていた。

(3)住民の反応

では，実際の住民の反応がどうであったか。

特筆すべきは大和村である。各集落の消防団や自

主防災組織を通じで避難状況の確認が行われたが，

名の避難が確認されたという（月 日時点での

人口は 名）。指定されていない避難場所への避

難者もいたとの話であるが，深夜にもかかわらず，

多くの避難が行われた。その要因として，村では，普

段から年 1回の避難訓練を行うなど，地域ぐるみで

防災意識の向上を企図してきたことが大きいという。

奄美大島は台風の常襲地帯であることから，村内集

落ごとに指定避難場所を設置し，ほとんどの集落で

自主防災組織がある。これらが有効に働き，多くの

人が避難場所や高台へと避難したとされる。

一方，奄美市では車の渋滞が多くのニュースにお

いて取り上げられたように，高台を目指して，多く

の人が車で避難を行った。高台として，奄美市大浜

海浜公園／ループ橋（高齢者施設・奄美佳南園） ／あ

かさき公園／春日団地／東ケ丘団地／陸上自衛隊奄

美駐屯地があり，これらに向かう車で渋滞した一方

で，少し高い所にあった大島支庁には 人程度しか

避難していなかった。とにかく，高い所へ，少しでも

速く避難を企図した結果であろうと考えられる。

なお総じて，住民の避難行動のきっかけとしては，

近所の人の声かけ，自治会や消防・警察の呼びかけ，

また，防災行政無線が繰り返し流れたこと，東日本

大震災時の津波の映像を思い出したこと，奄美がテ

レビにずっと映り，テレビニュースで「高台へ逃げ

ろ」とでていたこと， mの津波がすでに奄美市名

瀬小湊に到達していたことなどがあげられた。また，

これらの避難について，夜間で家族が一緒にいたた

めに即座に避難を決断できたこと，人手があったか

ら高台において，避難誘導ができたという声も聞か

れた（奄美市東ケ丘団地）。

(4)課題

今後の課題として，高齢者の避難，避難先でのト

イレ，住民がハザードマップを確認していないこと

（奄美市は 年に全戸配布を行った）などの防災

意識の向上，職員による避難誘導の方法，呼びかけ

の対象地域や範囲（大和村は「全域」にだすと決めて

いた），観光客向けの情報提供などがあげられた。

5.4 残された課題

なお，テーマ では，ほかにも現地および周辺国

における噴火被害の状況についての調査を実施済で

あり，追って報告する予定である。
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能登半島北東部において継続する地震活動に関する総合調査

平松良浩1.蔵下英司2.酒井慎一3.飯高 隆3.勝間田明男4
•岡田知己5. 吉田圭佑5. 西村卓也6. 太田雄策5. 木下陽平7

•吉村令慧6 ．後藤忠徳8. 笠谷貴史9. 田中愛幸10 •宮澤理稔6

•森下知晃1. 鹿児島渉悟11. 石山達也2. 安江健一4. 廣内大助12

•松多信尚 13 •岩田知孝6. 大堀道広14 •村田 晶l

1金沢大学理工研究域地球社会基盤学系

2東京大学地康研究所

3東京大学大学院情報学環

4富山大学学術研究部都市デザイン学系

5東北大学大学院理学研究科

6京都大学防災研究所

7筑波大学システム情報系

8兵庫県立大学大学院理学研究科

9海洋研究開発機構海洋機能利用部門

10東京大学大学院理学研究科

11富山大学学術研究部理学系

12信朴1大学学術研究院教育学系

13岡山大学学術研究院教育学域

14滋賀県立大学環境科学部

要旨

能登半島北東部では， 2020年12月頃から地震数の顕著な増加と局所的な非定常地殻変動

が観測され，活発な地震活動が継続する中， 2022年6月19日にマグニチュード5.4（最大震

度6弱）の地震が発生した。この長期間継続する地震活動や地殻変動の原因及び2022年6月

19日の地震による災害像を明らかにするため，令和4年度科学研究費（特別研究促進費）

による総合調査により，地震観測，測地観測，電磁気観測，重力観測，温泉成分測定，活

構進調査，強震観測を実施した。

1. はじめに い社会的関心が寄せられることとなった。能登半島

能登半島北東部では 2018年6月頃から地震数が増 北東部での地震活動及び非定常地殻変動については，

え始め， 2020年12月には地震数の増加が顕著となり， 本総合調査の実施以前の臨時のGNSS観測や電磁気観

それと同期するように局所的な非定常地殻変動が始 測により得られたデータの解析から流体が関連する

まった（平松， 2022; 西村•他， 2022) 。その後， 可能性が指摘されていたが，観測データが乏しく，

有感地震が増加する中， 2021年9月16日にはマグニチ モデルの特定には至らなかった。この長期間継続す

ュード (M)5. 1（最大震度5弱）， 2022年6月19日には る地震活動及び非定常地殻変動の発生場や原因並び

M5.4（最大震度6弱）の地震が発生した（図1)。2022 に2022年のM5.4の地震による災害像を明らかにする

年のM5.4の地震では，建物被害や斜面崩壊，水道管 ため，文部科学省科学研究費助成事業（特別研究促

の破裂等が生じ，負傷者もあった（石川県災害対策 進費）の交付を受けて，総合的な緊急調査を実施し

本部 ）。そのため，今後の地震活動の推移に高 た。本稿ではその概要について報告する。
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表 つのテーマの研究分担者
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図ー1 能登半島北東部1ごおける地震活動 (2018

年から2023年3月末まで）。星印はM5以上の地

震，赤線は活断層を表す。

2. 研究計画の概要

本総合調査は以下の7つのテーマからなり，地震学，

測地学，地球電磁気学，岩石学，地球化学，変動地形

学，地震工学，強震動地震学を専門とする全12機関，

計23名の研究者が研究分担者として参加した（表l)。

テーマ1陸域地震観測による群発地震発生メカニズ

ムの解明

•群発地震の活動推移把握とモーメントテンソルの

推定

•流体を起源とする地殻内反射面の推定

テーマ2測地観測による地殻変動の調査

•地殻変動詳細分布の解明と地殻変動源モデルの推

定

•地殻変動源による地震活動への影響評価

テーマ3 電磁気観測による地下電気比抵抗構造の解

明

• 3次元比抵抗構造モデルの高度化

•電磁場の長期連続観測の実施

テーマ4重力観測による地殻流体挙動の解明

•重力親測による流体圧変動モデルや流体移動モデ

ルの特定への寄与

•ファイバ計測の活用

テーマ5温泉成分による流体起源の調査

•陰イオン濃度や水素・酸素同位体比の測定

テーマ6活構造調査による長期間地殻変動の解明

•地質調査による海成段丘面の離水年代の推定

•変動地形解析による段丘面の傾動・撓曲の抽出

テーマ 強震観測による被害状況の調査

テーマ

蔵下英司 東京大学地震研究所

酒井慎一 東京大学大学院情報学環

飯高隆 東京大学大学院情報学環

勝間田明男 富山大学学術研究部都市デザイン学系

岡田知已 東北大学大学院理学研究科

吉田圭佑 東北大学大学院理学研究科

テーマ

西村卓也 京都大学防災研究所

太田雄策 東北大学大学院理学研究科

木下陽平 筑波大学システム情報系

テーマ

吉村令慧 京都大学防災研究所

後藤忠徳 兵庫県立大学大学院理学研究科

笠谷貴史 海洋研究開発機構海洋機能利用部門

テーマ

田中愛幸 東京大学大学院理学研究科

宮澤理稔 京都大学防災研究所

テーマ

森下知晃 金沢大学理工研究域地球社会基盤学系

鹿児島渉悟 富山大学学術研究部理学系

テーマ

石山達也 東京大学地震研究所

安江健一 富山大学学術研究部都市デザイン学系

廣内大助 信朴1大学学術研究院教育学系

松多信尚 岡山大学学術研究院教育学域

テーマ

大堀道広 滋賀県立大学環境科学部

村田晶 金沢大学理工研究域地球社会基盤学系

岩田知孝 京都大学防災研究所

•高震度生成メカニズムの解明

•被害状況との対応調査

3. 研究成果の概要

3. 1 陸域地震観測による群発地震発生メカニ

ズムの解明
臨時テレメータ観測点と定常テレメータ観測点の

データを用いたS波偏向異方性解析で得たS波偏向異

方性の空間分布から，異方性の卓越方向は概ね東西

方向と南北方向に推定された。東西ないし北西—南東

方向の異方性は，応力起源の異方性または構造性の

異方性の可能性が考えられる。 Hi-net珠洲観測点で

のS波偏向異方性については，顕著な時間変化は見ら

れなかった。

地震波速度トモグラフィ解析から，震源域深部の
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深さ18 kmに高Vp/Vs領域を確認した。この領域では

周囲と比べてP波速度がやや大きく，対象領域には第

三紀の火成岩が分布していることから，高Vp/Vs領域

はマグマだまりの可能性があり，そこから放出され

た流体がこの群発地震活動に関わっていることが示

唆される。これらの結果から，この地震活動は比較

的断層構造の発達の未熟な応力性の異方性が分布し，

深部に流体を示唆する高いVp/Vsの領域が確認され

る南部より活動が開始し，その後，断層構造が発達

している構造性の異方性が分布する北部での活動が

活発となったと考えられる。

群発地震の精密震源決定およびS波反射面の解析

から，群発地震中に，複数枚の断層構造を通って微

小地震が深部から浅部に移動したこと，群発地震活

動開始部付近の活動は，それ以降の地震に比べて局

所的に深いところで発生し，近くに顕著なS波反射面

が存在することを明らかにした (Yoshida et al., 

2023)。このS波反射面は，流体の供給源を表してい

る可能性がある。微小地震が活発に発生・移動して

いた断層面上で2022年M5.4地裳が発生し，主として

西側に破壊伝播したことを示した (Yoshidaet al., 

2023)。

定常観測点と臨時オフライン観測点のデータを用

いて推定したモーメントテンソル解は東西圧縮の逆

断層が卓越する特徴を示しており，広域応力場を反

映しているとみられる。

欄密オフライン地震計アレイ観測で得られた地震

波形記録では，明瞭なP波初動のあとに，地下深部か

らの反射波と思われる後続波を確認する ことができ

た。後続波が震源からP波で射出し反射面で反射した

PxP波であり，反射面は水平であると仮定すると，反

射面が15kmから17kmの深さに存在する可能性が示

唆された。

3. 2 測地観測による地殻変動の調査

GNSS解析では，定常観測点と本総合調査及び国士

地理院によって設置された臨時親測点のデータにソ

フトバンク株式会社のGNSS観測点を加えた統合解析

を行ない， 2020年12月頃の地震活動が活発化した当

初の地殻変動速度が大き く，その後は変動速度が漸

減する傾向等の非定常地殻変動の時空間発展を明ら

かにした。地震活動と地殻変動の変化に基づき分割

した4つの期間で変動源モデルを推定すると， 2020年

12月からの約 3ヶ月間では，深さ15km程度で水平に

近い開口割れH，それ以降の期間では南東傾斜の断

層面における逆断層すべり と開口が同時に発生する

モデルが推定された。変動源モデルと地震活動を合

わせて解釈すると，活動開始当初に大量の流体が南

側でバースト的な地震を誘発しなが ら，ほぼ鉛直方

向に上昇したと考えられる。そして深さ約15kmで既

地殻

GNSS観測点 （大学，ソフトバンク，国土地理院）

？ 
？ 群発地

奇 ＂翼
苓 ：

流体による膨張 真

とスロースリップ t

南東頌斜の断層帯

流体に富む領域

マントル t ? 

図ー2 GNSS観測データから推定された能登半島

北東部の群発地震のメカニズムの模式図。

Ni sh i mura et a I. (2023) プレスリリース資料

より引用。

存の南東傾斜の逆断層帯に到達し，透水性の高い断

層帯沿いに拡散するとともに，非地震性の逆断層す

べりを誘発した。これらの効果が合わさり，さらに

浅部で長期に継続する大規模な群発地震活動を引き

起こしたと考えられる（図） （Nishimura et al., 

2023)。

Sentinel-1 SARのInSAR解析により，群発地震活動

に伴う地殻変動， 2020年12月から2021年12月までの

1年間で東西方向に最大1.5 cm,鉛直方向に最大2.0

cm程度の変位が認められた。矩形断層すべりモデル

および球状膨張源モデルを仮定した変動源モデリン

グでは，球状膨張源モデルがInSARの変位を最も良く

説明できた。

GNSS解析で推定された変動源モデルから計算され

る南東傾斜の逆断層に対するクーロン応力変化は，

群発地歴の活動域や珠洲沖セグメントを含む能登沖

の海底活断層などの周辺領域において増加が示唆さ

れる。 一方，時間変化について既存のモデルでは，地

殻変動速度の漸減にもかかわらず，地震活動がほぼ

定常的に継続する傾向を説明することが困難である

ことが分かった。

3. 3 電磁気観測による地下電気比抵抗構造の

解明

年度に実施した陸上 か所の広帯域 観測

から推定された比抵抗構造モデルの空間分解能や深

部の構造推定確度を向上させるため，本総合調査で

は，珠洲市沖3ヶ所での海底MT観測と陸域25か所で

の広帯域MT観測を実施した（写真1)。参照磁場と

して，海底MT観測に対しては京都大学防災研究所宿

毛観測室の磁場データ，陸上広帯域MT観測に対して

は宮崎県宮崎市に臨時点を設け，概ね全ての補充観

測点において良質なMT応答を得ることができた。計

60ヶ所のデータ中，陸上55点のデータを用いた次
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写真 電磁気観測装置の設置の様子。

元比抵抗構造逆解析では，予察的な結果として，地

震活動域周辺及びその下部に推定されていた顕著な

低比抵抗額域は，その境界が明瞭になり，特に北・

東クラスタは低比抵抗領域の縁辺部に震源が集中す

る様相が確認できた。

2022年12月から長期連続観測を地震活動域周辺の

計6ヶ所において開始した。各観測点のデータに含ま

れる人工ノイズについての検討を進め，以後1年程度

の長期観測を継続可能な観測体制を構築した。

3.4 重力観測による地殻流体挙動の解明

本総合調査の観測として， 2023年3月上旬に重力

観測を実施した。このときの重力値から2022年3月

中旬に実施した重力観測時の重力値を差し引くこと

により，約1年の期間に生じた重力値の時空間変化

を算出した。その結果，群発地震活動が活発で，大

きな隆起速度が観測されている珠洲市北部で重力が

数μGal減少し，地震活動域からの距離が大きい輪

島では有意な重力値の変化が生じなかったことが分

かった。これらの変化はGNSS観測から推定された変

動源モデル (Nishimuraet al., 2023) に基づく重

力値の変化と概ね一致し，今後の変動の蓄積と重力

観測の継続により貫入物質の密度が明らかになる可

能性がある。

のと鉄道の廃線となった春日トンネル（珠洲市）

の壁面に，約76mの光ファイバケーブルを敷設し，

光ファイバ歪み計を用いて，歪みの高精度測定を開

始した。地震の記録に関しては，亜行観測している

地震計の記録と同レベルかそれ以下の分解能で信号

を捉えていた。長期間にわたる歪みの変化は，温度

による影響が大きかった。また，能登町から珠洲市

までの間のNTT西日本の光ケーブル約27.6kmを利用

し，分布型音響センシングによる振動測定を行っ

た。地震によるこの区間の揺れの広がりを，ケーブ

ル沿いに約5m間隠 5000か所以上で捉えることがで

きた。

写真 温泉水のサンプリングの様子。

3.5 温泉成分測定による流体起源の調査

地震活動域周辺の地点の温泉・地下水（内5地点

は月 1回程度の定点観測）で試料採取を行い（写真2),

陰イオン濃度 (Cl―, SO42-）及び酸素・水素同位体比

を測定し，定点観測地点においては2022年6月から

2023年2月の期間におけるそれらの時間変動を求め

た。 2022年9月末に複数地点において陰イオン濃度の

変動が認められ，その変動傾向が地点により異なる

ため，天水の混入ではなく，地殻流体の影響を反映

した可能性が考えられる。酸素・水素同位体比も変

動を示す地点があり，異なる起源を持つ地殻流体の

混合の可能性が考えられる。また，能登半島に広く

分布する日本海形成に関与した第三紀の火山岩類の

調査を行い，代表的な試料の収集と日本海形成火成

活動初期の精密な年代測定を行った。

3. 6 活構造調査による長期間地殻変動の解明
小池•町田 (2001) においてMIS5e とされた折戸地点

（標高約87m) にて，ローム層からAT(29 ka)，シ

ルト層からK-Tz(95 ka; 町田・新井， 2003) の火山

灰を検出した。ローム層の厚さ・風化度， K-Tzの層

位から判断すると， MIS5eの可能性が高い。また， MIS9

とされた高屋地点（標高約168m)にて，ローム層か

らAT(29 ka;町田・新井， 2003)およびK-Tz(95 ka) 

の火山灰を検出した。ローム層の堆積速度一定と仮

定すると，ローム層の基底は約249 kaと外挿され，

MIS7eの可能性が考えられる。これらの結果と段丘面

の分布高度から，両地点の隆起速度は0.7 mm/yr以上

の可能性がある。

能登半島北東部の活構造については，禄剛崎～飯

田湾にかけて，最終間氷期およびそれ以前の海成段

丘面に，低断層崖・傾動（逆向きが主体）・向斜状変

形が新たに認められた。海成段丘面の局所的な変形

は，富山トラフ西縁から沿岸にかけて分布する海底

活断層による長期間地殻変動の可能性がある。

3. 7 強震観測による被害状況の調査



1993
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高震度生成メカニズムの解明では， K-NET正院お

よび被害状況との対応調査における強震観測点及び

ボーリング柱状図が存在する地点において微動アレ

イ観測を実施し，深さ数10mまでの S波速度構造を

推定した。地質ボーリング情報や表層地質情報を参

考にすると，当該地域の工学的基盤は珪藻質泥岩層

であり，その上に砂礫，泥の沖積層で構成される浅

部地盤であると考えられる。この工学的基盤面での

速度コントラストの大きさが，地震動増幅に大きく

寄与していることが分かった。また，各地点の探査

結果から，これらの沖積層厚は空間的に不均質であ

ることが分かった。 K-NET正院で得られた浅部地盤

モデルからは，周波数約 1Hzの地震動増幅を示して

おり，観測事実と整合している。また，被害状況と

の対応調査での臨時強震観測で見られる卓越周波数

や空間的変化に対応する結果が得られた。

被害状況との対応調究では， 2022年6月19日の地

震で全壊となるような建物はなかったが，プロック

塀が倒れるなどの被害が散見した。被害が多く見ら

れた珠洲市飯田，直，正院地区において，被害分布

マップを作成した。これらの地区の被害分布は

年能登半島沖地震の被害分布と似た特徴を示した。

春日神社の大鳥居の倒壊は表層地盤による地震動増

幅に加え，脚部の根入れ不足・強度不足も関係して

いたと見られる。

2022年6月19日の地震で被害が生じた珠洲市平野

部の6地点で臨時強震観測（観測開始日は7月2日）

を実施し，地震動特性を分析した。 KSG（春日神

社）では1~2Hzおよび2~3Hz付近に振幅のピーク

が見られる一方， KMN (K-NET正院近傍）では1.O~ 

1. 3 Hz付近にピークが見られるなど，観測点により

卓越周波数特性の違いがあった。臨時強震観測で得

られた観測地震動のKMN(K-NET正院近傍）の計測震

度相当値 (1.3-4. 2) に対する各地点の平均震度増

分は， ISK002が＋0.16, SIKが＋0.15, SKNが＋

0.06, KSG力ゞ— 0.02, KFK力ゞ―0.09, NNE力ゞ―0.1とな

り大きな差は見られなかった。より高震度における

違いの有無の検討が必要であり，余震記録における

臨時強震観測点と ISK002とのスペクトル比を用い

て，より高震度であったと考えられる本震時の震度

推定などを進める必要がある。

4. 研究成果の発信

本総合調査における現地での調査鍛測の様子や研

究成果については報道機関等を通じて一般市民へ継

続的に情報提供された（例えば，京都大学， 2022;石

川テレビ， 2022)。また，珠洲市長や珠洲市，石）11

県，金沢地方気象台の防災担当者との意見交換会を

複数回実施するとともに，石川県防災会議震災対策

部会においても総合調査の調査内容や研究成果に関

して情報共有を行なった。さらに， 2023年6月4日に

珠洲市のラポルトすず大ホールにて，能登半島北東

部において継続する地震活動に関する総合調査の成

果報告シンポジウム「地震活動研究の最前線と地震・

津波への備え」（珠洲市共催，金沢地方気象台後援）

を開催し，一般市民約120名の参加があった。また，

本総合調査の成果発表の場として， 日本地震学会

2023年度秋季大会での特別セッション「能登半島北

東部の群発地震とM6.5の地震」やEarth, Planets, 

and Space誌において Special Issue が企画され

ている。

5. おわりに

本総合調査を通じて，能登半島北東部での地震活

動や非定常地殻変動は地殻深部に存在する流体によ

って引き起こされていることが地震観測や測地観測，

電磁気観測等により明らかになってきた。この流体

が何であるかという点は未解決であり，さらなる研

究の進展が待たれる。 2022年のM5.4の地震の被害が

目立つ地区における被害分布は1993年能登半島沖地

震の被害分布と似た特徴をもち，浅部地盤構造と対

応することが示された。能登半島北東部における地

震活動や非定常地殻変動は本総合調査終了後におい

ても継続しており， 2023年5月5日にはM6.5 （最大震

度6強）の地震が発生した。これを受けて，現在，科

学研究費助成事業（特別研究促進費）「2023年5月5日

の地震を含む能登半島北東部睦海域で継続する地震

と災害の総合調査」が実施されている。
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2023年トルコ南部の地震と災害に関する総合調査の概要
ー科学研究費補助金・特別研究促進費による突発災害調査研究令和 4年度報告一

楠浩一＊ •青木陽介＊・加藤愛太郎＊・山中浩明＊＊．
後藤浩之＊＊＊・阪本真由美＊＊＊＊

＊東京大学地震研究所

＊＊東京工業大学 環境・社会理工学院

＊＊＊京都大学 防災研究所

＊＊＊＊ 兵庫県立大学 大学院減災復興政策研究科

要旨

2023年 2月6日にトルコ南部の東アナトリア断層沿いで発生した一連の地震により、

56,000人以上の犠牲者が発生した。また、構造物にも多大な被害が生じた。この災害を受

けて、文部科学省科学研究費補助事業（特別研究推進費）の「2023年トルコ南部の地震と

災害に関する総合調査」が開始された。この総合調査では、 「テーマ 1.衛星測地等によ

る地殻変動と災害把握」、 「テーマ 2.地震発生機構の解明」、 「テーマ 3.強震観測に

よる災害発生機構の調査」、 「テーマ4. 災害調査による構造物被害の解明」、 「テーマ

5. 大規模広域地震災害マネジメントとリスクコミュニケーションの解明」に取り組み、

陸域で巨大な地震が発生した理由と、激甚な構造物被害や人的被害となった原因を解明す

る。本報では本調査のこれまでの成果を概説する。

1． はじめに

2023年2月6日にトルコ南部で、マグニチュード7.8

の被害地震が発生した。その約9時間後に、隣接する

断層においてマグニチュード7.5の地震が続発した。

これらは睦域で発生した世界最大クラスの地震であ

り、 56,000人以上の尊い人命が失われ、極めて広域

で建物が倒壊し、甚大な地震災害を引き起こした。

この地震は、地震規模と被害規模の観点から、活

断層、地震活動、地震災害、構造物被害、社会防災

を包括する国際的に稀有な自然災害の研究対象とな

り、その地震および災害メカニズムを解明すること

は、 トルコおよび世界の地震防災・減災に資すると

ともに、わが国の同等あるいはそれ以上の規模の巨

大地震や地震災害について、重要な科学的・エ学的

な知見を与える。そこで、文部科学省科学研究費補

助事業（特別研究推進費） 「2023年トルコ南部の地

震と災害に関する総合調査」が開始された。

本総合調査ではトルコ南部の地震と災害に関する

学術研究を行い、陸域で巨大な地震が発生した理由

と、激甚な構造物被害や人的被害となった原因を解

明し、さらにその成果を国際的に発信することをH

としている。

本総合調査では、以下の 5つのテーマに取り組み、

トルコ南部の地震と災害に関する学術研究を行う。

「テーマ 1.衛星測地等による地殻変動と災害把握」

「テーマ 2. 地震発生機構の解明」

「テーマ 3. 強震観測による災害発生機構の調査」

「テーマ4. 災害調査による構造物被害の解明」

「テーマ 5. 大規模広域地震災害マネジメントとリ

スクコミュニケーションの解明」

本報では、各テーマでこれまで得られた成果を概

説する。

2. 衛星測地等による地殻変動と災害把握

2. 1合成開ロレーダー衛星による地殻変動解析

本研究では， および 衛星から撮像

された 画像データを用いて地殻変動を抽出した。

本解析では，地殻変動の計測には，標準的な 干

渉処理に加えて，

と呼ばれ

る応用技術も適用した 。これにより，

断層近傍の大規模変位の計測や南北方向の変動の計
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測が可能となった。最終的に方向の変位が計測され，

これらを統合的に解析することにより，成分（東西，

南北，上下） の変動を計測することに成功した（図

）。

解析の結果，地殻変動は水平成分が卓越し，大き

な上下変動は発生していないことが分かった。東ア

ナトリア断層の西部は，南側及び北側に断層帯が分

岐しているが， 及び の地震に伴う地殻

変動はそれぞれ，南側及び北側の分岐断層帯に沿っ

て分布していた。南側の分岐断層沿いには，断層運

動に相当するとみられる変位の不連続が約 の

長さにわたり確認できた。不連続は，震源付近から

東では走向約 の方向に伸びる一方，西側では

g付近でその走向を南西方向に変えて

付近で終了していた。この分岐断層帯は幾つかの断

層セグメントで構成されていることが知られている

が，変位不連続の位置から， セグメント，

セグメント， セグメントが破壊され

たと推察される。これらセグメントの全てで最大

の左横ずれの水平変位が卓越している．一方，

の地震を引き起こしたと推定される北側の分岐断層

帯では東西約150kmにわたり変位の不連続が確認で

き，最大 の左横ずれ運動を示す。この変位不連続

は，主に セグメントに沿ってほぼ一直線上に

見られるが，東端及び西端でその走向を変えている。
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図ー1 SARにより捉えられた地殻変動分布図（水平成
分）．等値線は0.5m間隔。青線は活断層を示す (Emre
etal., 2013) 

2. 2地震により発生した斜面災害

の 博士率いる研

究グループは，雪解け後の高解像度衛星画像や航空

写真を用いた解析および現地調査を行った結呆，

3600箇所以上で地すべりや斜面崩壊，落石等の斜面

災害（図ー ）が発生したことが判明した（

）。また，これらの斜面災害は被災地の北部に

集中していることが分かった。本研究グループでは，

博上の協力のもとで， 年月 日から 日

の間にこれらの斜面災害に対する現地調査を実施し

た。

調査した内容についての詳細な分析は進行中であ

るが，発生した斜面災害は以下の五つに大別され

る： 落石：最も多く観察された， 緩い層理面に

沿った岩盤の並淮すべり， 大規模な岩盤肪媛およ

びそれによって形成された天然ダム， 再活動した

大規模地すべり， 大規模地すべり地源頭郡の上部

斜面で広節に渡って発生したクラックや地盤沈下。

さらに，二つの大規模地すべりの内外において複

数台の地震計を設置し，余震の観測を行った。 10日

間の地裳観測期間において， の余震を

個以上記録することができた。これらの余震観

測データを用いて，地すべり地の震動特性を調べる

予定である。

図ー2地震により発生した斜面災害分布図

2. 3建物被害判定Alモデルの構築と評価

本研究では，ディープニューラルネットワークに

基づく建物被害認識を行った（

本研究では，世界中から無料で入手できる高解像度

の衛星画像を使用して，深層学習畳み込みニューラ

ルネットワーク が、画像の各部分を建物や道

路を含む つの士地利用カテゴリを分類するように

トレーニングする。トレーニングされた モデル

は，農村地域や人口密集地域などのさまざまな地表

環境や石積みや鉄筋コンクリート建物などの建物構

造をマッピングできる。 によって公開され

た災害前後の 衛星画像を使用して，提

案された方法の基づき 都市で地震により被害を受

けた建物を検出した。その結果，本研究の方法が

以上の精度で大きく損傷した建物や倒壊した建物を

特定したことを示している。特に 市では，

倒壊した建物の が正確に特定された。さらに，

障害物のある道路を の精度で識別することもで
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きた。この分析から得られた建物被害率の分布は、 側に破壊が伝播する時の破壊伝播速度は震源域のS

地震による表面最大加速度（ ）の分布とも一致 波速度を有意に超える。初期破壊が主に北東に伝播

している。被害率の高い都市は

ある（図 3)。

の大きい地域に

3. 地震発生機構の解明（加藤愛太郎先生）

グローバルな地震観測網で取得された遠地地震波

を用いた滑りの時空間発展を推定し，本震 と

後続地震 の震源過程の複雑性を明らかにした。

また， トルコ国内で管理・運営されている定常地震

観測網で取得された波形データを用いて，本震発生

以降の地震活動に関する総合的な研究や，発震機構

解の解析による東アナトリア断層帯周辺の応力場の

推定， レシーバ関数による異方性溝造の解析等を進

めている。

＾
 Sanliurta 0 

(3.85%) 

PGA(%g) 
- 1 
- 2 
5 
10 
- 20 
- 50 

0 40 80km ―| 
図ー3 トルコ・シリア地震後の建物被害率の分布

3. 1 2023年トルコ南部の地震の震源過程

本章では，本震と後続地震の震源過程に関する解

析結果 (Okuwakiet al., 2023) について概説する。

(1) Nurdag1-Pazarc1k地震 (Mw7.9) 

2023年2月6日 01時17分 (UTC)に発生した本震に

ついて説明する。破壊領域の長さは350km程度であ

り，破壊継続時間は80秒程度，地震モーメントは，

9. 6 X 1020 Nm (Mw 7. 9) である。

初期破壊は東アナトリア断層の分岐断層から開始

し，破壊開始から10秒間は，分岐断層に沿って北東

と南西方向にバイラテラル（両方向）に伝播してい

る。推定された震源メカニズムの節面の一つは分岐

断層と破壊伝播方向の走向と一致する。

初期破壊終了から約5秒間の停滞期後，つまり破壊

閲始15秒後に，東アナトリア断層で主破壊が開始し，

約20秒間継続している。主破壊の開始点は，分岐断

層との接合点より 20kmほど北東側に位置しており，

北東と南西方向にバイラテラルに伝播するが，非対

称であり，南西方向の破壊が卓越する。また，南西

し，主破壊が主に南西方向に伝播している。つまり

逆破壊伝播現象が観測された。この逆破壊伝播現象

は，他の地震でも観測されており，破壊が震源から

遠ざかる方向に伝播するといった仮定は必ずしも適

切ではない。主破壊の破壊伝播は，北東側・南西側

ともに断層形状が不連続に変化する領域で減速する。

北東の遅れ破壊は，破壊開始から約35秒後に，主

破壊の破壊減速域から北東に約25kmほど離れた地

点から開始し，約10秒間，非対称ではあるがバイラ

テラルに破壊が伝播している。推定された震源メカ

ニズム解の節面の一つは，東アナトリア断層の走向

と一致する。

南西の遅れ破壊は，破壊開始から約45秒後に，閲

始する。破壊開始点は明瞭ではないが，おおよそ主

破壊の南西端付近であると考えられる。破壊は主に

南西方向に伝播していき，約30秒間継続する。推定

された震源メカニズム解の節面の一つは，東アナト

リア断層の形状と近い値を有するが，わずかに時計

方向に回転しており，有意な非ダブルカップル成分

をともなう。この結果は，震源域南西部の断層形状

の複雑性を反映していると考えられる。

Nurdag1-Pazarc1k地震の破壊過程は，分岐断層で

の初期破壊，その後の東アナトリア断層の主破壊，

断層形状が大きく変化する領域での主破壊の減速，

破壊減速域からの北東・南西方向への遅れ破壊，と

大きく 4つのエピソードに分けることができる。本地

震の成長過程は，複雑な断層形状に強く影響を受け

たことが明らかになった。

(2) Ek i nozu地震 (Mw7.6) 
次に， 2023年2月6日10時24分 (UTC)に発生した

後続地震について説明する。得られた破壊領域の長

さは80km程度であり，地震モーメントは3.2Xl020

Nm (Mw 7. 6) である。破壊は，非対称ではあるがバ

イラテラルに伝播した。破壊伝播速度は震源領域のS

波速度を有意に超えている。破壊は活断層の形状が

大きく変わる領域で停止しており，破壊継続時間は

15秒と短い。得られた震源メカニズム解の節面の一

つはスグル断層帯と一致する。モデル平面の傾斜角

度は90゚ に設定しているが，スグル断層帯と一致す

る震源メカニズム解の節面の傾斜角は61゚ から76°

と，やや北側に傾斜している。



 

- 21 -

38.SON 

38.0°N 

37.SON 

37.0°N 

36.5°N 

| '裏、

360°N1 ./ ) (/  

35.S"E 36.0"E 36.S"E 37.0"E 37.S-E 38.0"E 38.S-E 39.0°E 

図ー4 Mw 7. 9 Nurdag1 -Pazarc1k地震と Mw 7. 6 
Ekinoz(l地震のポテンシー密度テンソルインバージ
ョンの解析結果（図は奥脇氏提供）．

3. 2 地震活動解析

本章では，地震活動に関する解析結果について述

べる。

(1) 震源再決定

本震の発生以降から4月27日までに発生した地震

について， トルコ災害緊急事態対策庁(AFAD)および

ボアジチ大学カンデリ地震観測研究所(KOERI)によ

る余震カタログと該当する地震波走時の読み取り値

データを取得・統合し，余震分布の推定を行った。

統合カタログの初期震源位置は観測網が相対的に充

実しているAFADの発表位置を採用した。統合カタロ

グを基に， tomoFDD(Zhang and Thurber, 2006) に

より，絶対走時と相対走時を両方利用した震源決定

を実施した。速度構造は， GUvercinet al. (2022) 

による1次元構造を用いた。震源域が広範囲にわたる

ため，速度構造の水平方向の変化が想定される。そ

の影響を軽減するため，理論走時と観測走時の走時

差の平均値を観測点補正値として用いた。解析の結

果， AFADによる震央分布に比べて，震源がより明瞭

な列状分布を示すようになった。また，震源深さは，

平均約6.5 kmとなり，主に0-lOkmの範囲に集中して

いる。 AFADによる震源深さは多くが深さ7kmに固定

されており，相対的には若干浅めに再決定される傾

向が見られる。

(2) 包括的な地震カタログの作成

Mw7.9の地震以降の地震活動の詳細な時空間発

展を明らかにするために，テンプレートマッチング

によるイベント検出をおこなった。震源域周辺の地

震計で収録された連続波形記録（公開データ）を取

得した。テンプレートの震源情報として， AFADの地

した地展を用いた。観測点によってはデータの欠測

が生じることがあるため， 36チャンネル以上の波形

データが揃っている時間帯のみを検出用に使用した。

その結果， Mw7.9の地震発生後2日以内では， AFADカ

タログの約3倍以上の地震を検出することに成功し

た。 Mw7.9の震源域における余震数は， Mw7.6の余震

数に比べて少なく， ETASモデルにより p値を推定する

と， 1.3以上と大きめ目の値が得られた。これは，

Mw7.9の震源域における余震活動の減衰レートが大

きいことを意味しており， Mw7.6が引き起こした負の

静的応力変化の影響を受けている可能性が考えられ

る。

(3)小繰り返し地震の抽出

震源域に比較的近い地裳観測点の分布とUSGSによ

る震源分布との関係を調べ，小繰り返し地震の抽出

に向けて準備をおこなった。観測点については，

International Federation of Digital Seismograph 

Networks (FDSN)のシステムで比較的長期間 (5年以

上）観測を継続している観測点が複数あることを確

認し，解析候補観測点として選ぶことができた。ま

た， FDSNによる公開データを用いた繰り返し地震の

抽出についてシステムの開発を継続した。今後，こ

のシステムの開発を進め，繰り返し地震の有無やそ

れと他の地震活動や本震のすべり分布との関係につ

いての議論を進める予定である。

3.3 応力場の特徴

震源域の応力場の特徴を調べるために， Global

CMT (GCMT)カタログ (Ekstromet al., 2012)および

KOERI CMT カタログ

(http://www. koeri. boun. edu. tr/sismo/2/moment-t 

ensor-solutions/）から，トルコ全域で過去に発生し

た地震のメカニズム解を取得した。 GCMTカタログか

らは， 1979年から2023年7月までに発生した 648個の

地震のメカニズム解を， KOERIカタログからは， 2015

年から2023年6月までに発生した359個の地震のメカ

ニズム解を取得し重複する地震を除き， 829個の地震

データからなるデータ・セットを作成した。得られ

たカタログに， Yoshidaet al. (2016)と同様の手順

で応カインバージョン法を適用し， トルコ全域の応

力場の空間変化を推定した。具体的には，研究対象

領域全域に 0.1゚ 間隔でグリッド網を配置し，各グ

リッドにおける応力場の推定を行った。今後，応力

場の空間分布の成因と， 2023年Mw7.9とMw7.6地震発

生過程について検討を行う予定である

震カタログに掲載されている2023年1月～6月に発生 3.4地殻浅部の異方性構造

地震波が速く伝わる方位は広域応力場の最大水平
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圧縮軸の方向と良い対応を示すことから，地震発生

場を把握するための方法のひとつとして地展波速度

異方性構造が広く調査されている。ここでは，震源

域を含むトルコ東部周辺に設置された広帯域地震計

で収録された遠地地震波形からレシーバ関数を推定

し，その地震波到来方向依存性の調和成分を抽出，

評価する方法 (Bianchiet al., 2010) を用いて地

殻浅部の異方性構造（速い軸の方位）を調査した。

大局的にはGNSSから推定される反時計回りの回転運

動 (Weisset al., 2020) に沿った北西ー南東方向

を示す観測点が多い。しかし，東アナトリア断層周

辺では，南北に近い方向を指す観測点が少なくなく，

アフリカプレートやアラビアプレートの北進の影響

を強く受けている可能性がある。震源周辺では東西

方向を示す観測点もあり，局所的な回転の場を形成

しているように見える。

4. 強震観測による災害発生機構の調査

4. 1被災地域での臨時余震観測

(1) はじめに

2023年2月6日4時17分（現地時間）に発生したトル

コ南部の地震は，東アナトリア断層帯で発生したマ

グニチュード7.8の地震であり，同日 13時24分には，

やや北部でマグニチュード7.5の地震も発生した。こ

れらの地震によって， トルコ南部のカフラマンマラ

ッシュ県やハタイ県などの広い地域で激甚な建物被

害が生じた。とくに，建物被害は，主要都市が広が

る平野部や断層近傍に多く発生している。被害原因

の解明には，震源過程や平野部の地盤が強震動特性

ヘ及ぼす影響を理解しておくことが重要となる。こ

れらの地震の震源域のいくつかの地域で比較的密な

強震親測が行われ，強震記録も得られており，震源

過程や強震動特性が明らかにされている（例えば，

USGS, 2023; METU, 2023 ;三宅ら， 2023)。しかし，

被災地域が広く，既存の強震観測点のみでは，被害

と強震動特性との関係を明らかにするためには十分

ではない。

本研究では，上述の地震の被災地域であるアディ

ヤマン県，カフラマンマラッシュ県，ハタイ県にお

いて臨時強震観測を実施し，余震による強震記録か

ら地震動特性を明らかにした。さらに，強震観測点

では，表層地盤のS波速度構造を明らかにするために

微動探査も実施した。ここでは，臨時強震観測の概

要と得られた記録について説明する。

(2) 臨時強震観測

強震計の設置作業は， 年月 日から実施し，

1点をアンタキヤ地域に追加設置した。

図 には，臨時強震観測地点の位置を示す。図の

赤丸は本研究の観測点を，黒三角は の観測点を

示す。また，長方形は，上述したつの主要な地震の

断層モデルである（ ）。アデイヤマン県

中心部では， 図 に示す4地点を設けた。カフラマ

ンマラッシュ県では， 図 とに示す東部のパザルジ

ック地域と中心部に 3地点および4地点を設けた。

カフラマンマラッシュ県のパザルジック地区とアデ

イヤマン市では，建物被害が多いが，強震観測点が

少ないことを考慮した。一方，カフラマンマラッシ

ュ都市圏の中心部には， 図 に示すように強震計も

多く設置されている。しかし，同地域の南東部は，

被害が多いにも関わらず，強震観測点が少なく，臨

時観測では南東部の地点と基準点 (8)を設置した。

震源断層南部のハタイ県の主要都市であるイスケン

デルン地域とアンタキヤ地域は，地盤での増幅特性

も大きいと考えられている地域である（

；山中， ）。 図 には，イスケンデルン地

域の観測点が示されており，既存の強震観測点を補

間するように設置した。銀測点 や の周辺は，集

合住宅の崩壊が多くみられた。観測点 は，南東側

の山地に位置している基準点である。ハタイ県のア

ンタキヤ地域にも地点を設けた（図 を参照）。

そのうちの観測点 が南の丘陵地にある地点である。

観測点や は，被害が厳しい地域にある。さらに，

ハタイ県の南部のサマンダー地域にも 2点設置した。

各観測点では，学校などの低層建物の最下階の床

面に強震計（ ），データロガー（ ）， 

バッテリーから成る機器を設置した。本シスステム

によって 1 の最大加速度の揺れでも飽和しないた

めに， の感度を持つ過減衰加速度計とした。ま

た，バッテリーで～か月間連続データを記録する

ことを考えて，各点ではカーバッテリー台を電源と

して用いることにした。
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日までに 地点に強震計を設置した。また，同年

月初旬に実施した強震記録の回収の機会に，さらに
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点は，震央距離数十 程度離れている。 図 上は，

南北方向の加速度記録を示している。図の振幅は，

各地域の基準点（黒い横三角）の最大振幅で正規化

している。また，横軸は で した走時であ

る。パザルジック地域では，基準点も含めて 3地点

の波形に大きな差異はない。その他の地域では，基

準点に比べて，被災地域の観測点での波形の継続時

間は長く振幅も大きい。周期秒～ 秒の帯域のフィ

ルター処理をした加速度波形を図 の下に示す。 1

秒以上の長周期成分では，後続位相の発生がより明

確になる。とくに，イスケンデルンやアンタキヤ地

域では，基準点に比べて，後続位相の増長効果が顕

著である。
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図ー9イスケンデルン地域の強震観測点(15：基準点）
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図ー10アンタキタおよびサマンダー地域の強震観測
点 (19,20：基準点）

(3) 強震記録

本臨時観測による強震記録の例が図 に示され

ている。ここでは，月 日 時分（ ）に発生

した地震（深さ ， ）を例にして説明する。

震央の位置は， 図 の星で示されている。臨時観測
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では， 以下の周波数帯域でスペクトル比は似てい

る。カフラマンマラッシュ県中心部では，

の周波数帯域で同地域南東部の観測点（ ， ）の

において比が大きい。ハタイ県では，イスケンデル

ンおよびアンタキタ地域の被災地域で ～ の周

波数帯域でスペクトル比が大きい。また，サマンダ

ーでは，周波数 付近での比が極めて大きい。

各地点の加速度記録から計測震度を計算した。 図

に示すようにパザルジック地域では，各地点の震

度は同程度である。一方，アデイヤマンやカフラマ

ンマラッシュ県の中心部では，震度 程度が被災地

域で大きくなっている。さらに，ハタイ県の地域で

は，基準点に比べて，被災地域では震度が 程度

大きい。
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図ー13

(4) おわりに

本研究では， 年月のトルコ南部の地震の被災

地域であるアディヤマン県中心部，カフラマンマラ

ッシュ県中心部とパザルジック地域，ハタイ県イス

ケンデルン地域アンタキヤ地域，サマンダー地域

において臨時強震観測を実施した。 年月中旬か

ら月までの約 か月間の連続記録を取得した。

年月まで本観測を継続する予定である。余震の

際に得られた強震記録から，被災地域の地震動特性

を明らかにした。パザルジック地域では被災地域の

地盤特性は顕著ではないと考えられる。一方，その

ほかの地域では，被災地域での地盤による増幅の影

響が大きい可能性が高い。今後，本研究による臨時

観測点と の強震観測点で得られた記録の分析

を継続し，微動探査の結果と合わせて被災地域の地

震動特性の特徴を明らかにする予定である。

4.2地表地震断層と建物被害の関係

(1) はじめに

2023年2月6日、 トルコ南東部で 7.8の地震が発

生し、 (2023)によると、この地震

による地表地震断層が から にかけて約

200km、 から にかけて約40km出現した

と考えられる（図ー14) 。門馬•他 (2019) は、平成28

年熊本地震における地表地震断層と建物倒壊率の関

係を解析し、益城町では地表地裳断層から100mまで

の範囲における木造建物の倒壊率が60~80％と非常

に高いことを明らかにした。本研究では、 トルコ南

東部の地震における地表地展断層と建物被害の関係

を調査するため、地震発生前後に撮影された高解像

衛星画像から、地表地震断層近傍の建物被害を判読

し、地表地震断層と建物倒壊率の関係を検討した。

図ー14地表地震断層の位置

(2023)の地表地震断層位置データを

上に赤線で表示）

(2)衛星画像の選定

建物被害判読に用いる衛星画像は、地上解像度

50cmの の画像とし、 固ー15に示す4地区を対象

に、 (2023)の地表地震断層のトレース

の左右 1km程度の範囲について、地震発生前後の

画像を収集した。
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図ー15 画像収集したPleiades撮影範囲（黄色）

(3) 判読の方法

建物被害の判読は、地震発生前後の画像を目視に

より比較し、 表 1に示す建物被害の判読基準に従い、

建物被害を5つに区分した。

表ー1 建物被害の判読基準

被害区分 被害程度

1 画像からは被害が確認できない

2 建物は傾いているが原型をとどめている

3 建物の一部が崩れ落ちている

4 建物の半分以上が崩れ落ちている

5 
建物が完全に崩れ落ちて原型をとどめて

いない、または完全に倒壊している

(4) 判読結果の報告（ 地区）

判読は、 図 に示した① 地区（約61kmり

から進めており、その暫定的な判読結果を表ー2に示

す。

表 2から、判読した建物棟数は、 7,937棟で、この

うち被害区分5の建物が完全に崩れ落ちて原型をと

どめていない、または完全に倒壊している建物は549

棟、被害区分4は294棟、被害区分3は1,127棟である。

また、各被害区分が全棟数に占める比率の名称を、

被害区分5は倒壊率、被害区分4は大規模損壊率、被

害区分3は一部損壊率とすると、倒壊率は7%、大規

模損壊率は4%、一部損壊率は14％となっている。

表ー2 被害区分別の棟数（暫定）

被害区分 棟数 比率

1 5,967 75% 

2 

゜
0% 

3 1, 127 14% 

4 294 4% 

5 549 7% 

合計 7,937 100% 

被害区分5の建物ポイントと地表地震断層とを

画像上に併せて表示し、 図ー16の被害区分5の

分布図を作成した。

図ー16から、被害区分5の建物の分布を見ると、地

表地震断層に沿って連続して集中的に分布するエリ

アと地表地震断層から離れた市街地に広く分布する

エリアがある。

この地表地震断層に沿って連続して集中的に分布

するエリアについて、地表地震断層から水平距離別

の倒壊率を算出し、 表 3に示した。 表 3から、地表地

震断層から100m以内の倒壊率は11.1％であり、表ー2

に示した判読全体の倒壊率7％より大きい値となっ

ている。

ー 地表地震断層

● 被害区分5の建物ポイント

図ー16 被害区分5の分布図（暫定）

表ー3 地表地震断層からの水平距離別倒壊率
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水平距離 (rn)| °~100| 100~200|200~300|300~400| 400~500 

倒壊率 11. 1%1 8. 7%1 5. 5%1 6. 3%1 3. 8% 

(5) 今後について

今後、図ー2で示した② 地区（約28kmり、

③ 地区（約28kmり及び④ 地区（約

54 kmりの判読を行い、 4地区の判読結果から、地表

地震断層と建物被害の関係を総合的に検討する予定

である。

5. 災害鯛査による建築構造物被害の解明
日本建築学会、士木学会、地盤工学会と相談のう

え、 4団体合同で調査団を派遣することとした。ま

た、第一回目の調査日程を月 日～4月 日とし、

調査団団長を楠とすることとした。

調査の目的は、イスタンブールエ科大学（

以下 ）の 教授との

情報交換を踏まえて、主として次の 6点とした。

強震観測点周辺の被害状況調査

造建物、鋼構造建物、組積造建物、免震・制

振建物の被害概要調査

病院・工場の事業継続に関する調査

歴史建造物の被害調査

地盤被害調査

トルコの建築関係の法令とその実態、および復

興計画調査

5. 1 RC造建物の被害状況

造建物の調査地域を図 に示す。調査地域は

1度目の地震の震源を中心として、その北東から南

西へ 超に及ぶ。すべての地域で甚大な被害が

見受けられた。なお、 トルコの耐震規定は、最近で

は、 年、 年、および 年に改訂されて

いる。

トルコの建物の特徴として、非常に扁平率の高い

柱が用いられている事である。所要の曲げ強度を確

保するため、特に 1階の柱脚で配筋が多い。さらに、

脚部で主筋が重ね継ぎ手されているため、主筋の空

きが極めて狭いものが建設年代によらず被害建物で

は多く見られた（写真 ）。

また、 写真 に示すようなパンケーキ破壊を生じ

た建物も多くの都市で散見された。建物によっては、

2度目の地震で倒壊したとのことであった。 年

以降の建物では、全体崩壊形を形成したものの巣の

応答変形が極めて大きくなったと思われるものや、

建物脚部から転倒したもの（写真 ）も見受けられ

た。

図ー17 調査対象都市

写真一1 柱脚重ね継ぎ手部 (iskenderun)

写真ー2 パンケーキ状に破壊した建物 (Antakya)
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写真ー3 転倒した建物 (iskenderun)

5.2 RC造建物の詳細調査

建物被害が多く見られた 県において， 棟の

造建物を対象に，寸法計測や被災度区分判定等の詳

細調査を実施した （大破 棟，中破 棟，小破

棟軽微棟無被害棟，精査中棟）。

一例として で建設中であった4棟の集合

住宅の例を示す。 4棟とも平面計画は同じで、構造

部材の寸法・配筋も同じと思われる。 棟は 十

階建てで、脚部から転倒倒壊した。 棟は 十

階建てで、層が層崩壊した。棟は 階建てで、

その被害状況から全体崩壊形を形成したものの、南

側に大きく傾斜し、残留変形角は最大で 近くに及

んでいる。 棟は 8階建てで、被災度区分判定の結

果、中破となった。

写真 に倒壊した 棟、写真 5に 棟の建物全景

と、一例として梁の被害を示す。梁は曲げ降伏後の

せん断破壊とみられる被害が多数みられ、非常に大

きな変形を経験したと考えられる。 図 に各部材の

の残留変形角を生じていた。図からもわかるとおり、

梁の被災状況が激しく、建物の被災度区分は大破と

なった。

写真 5
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゜゚ ゜゚図ー18 被災度判定結果 (0は柱の被災度で曲げ、ロ

は梁の被災度で ：曲げ、 せん断）

5. 3免震建物の被害と工場・病院の事業継続性調査

ここでは、免震構造の病院とプレキャスト工場の

被害について紹介する。

写真 は に位置する、地下階、地上

階建て 造病院建物（ 年竣工）である。地下

被災度を示す。図には、 1階の 軸上の柱で計測し 階の柱頭に免震が配置されている。免震装置は写

た残留変形角も示している。 柱で、南側に 真 のように転がり免震を採用している。周辺地盤

等とのクリアランスはおよそ であった。一方、

転がり免震に残ったケガキ傷から推定すると、全振

幅で cm程変形したと推察される。被害はクリアラ

ンス部のカバーなど、非構造材に若干生じたが、既

に修復済みであった。

写真 は sにある、建設中の工場建
物で、プレキャスト構造である。 図 に示すように、

プレキャスト梁はコーベル上に設置され貫通ボルト

で緊結されていた。一部ロングスパン部分では、梁

にプレストレスが導入されていた。地震により、一

部のプレキャストばりが落下していた。

写真一4 13階建て集合住宅 (Antakya)
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写真ー6 免震建物 (Malatya)

写真一7 転がり免震装置 (Malatya)

写真一8 建設中の工場建物 (Kahramanmara~)

ナットで固定

プレキャスト梁

ブレキャス
卜柱

貫通ボルト

グラウト充填

ブレキャスト梁

グラウト充填

図ー19 プレキャスト部材の接合方法

6. 災害調査による土木構造物被害の解明

6. 1 橋梁の被害

トルコ南東部の被災地域における主要な道路ネッ

トワークでは地震発生直後から，う回路の設定や

車線規制が行われた結果，完全に通行不能となった

区間はMalatyaからGolbasiまでのみと限定的であっ

た．ただし，被害程度に応じて通行可能，不可能を

判断する基準が日本とは異なるため，発生した被害

が少ないことを必ずしも意味しない．実際に著者ら

が現地で確認した限り，何らかの損傷を受けている

ものの，速度制限や車線規制をすることなく通常通

り供用されている橋は珍しくなかった．

写真—9はGaziantep県Nurdagi近郊の高架橋の橋台

とデッキのジョイント部の損傷に対する復旧作業が

行われている様子である．このような橋台とデッキ

のジョイント部，あるいはデッキとデッキのジョイ

ント部の損傷は他にも複数の橋でも確認できた．

写真一9 橋台とデッキのジョイント部の損傷

写真— 10 は Kahramanmaras 県 Kahramanmaras におい

て，桁の横ずれ防止ブロックが損傷した様子である．

同様の被害も他の複数の橋で確認できた．なお，こ

の橋には桁間をつなぐ横桁が設けられていなかった．

このように横桁が設置されていないことは， トルコ

の橋に共通して見られる特徴であった．

写真一10 横ずれ防止ブロックの損傷

写真— 11 はHatay県Demiropruにおいて地盤の側方

流動により橋台が傾斜した状況である．この橋台の

傾斜によって，路面には大きな段差が生じていたも

のの，車両の通行は行われていた．この橋から100m

ほど離れた学校の校庭では噴砂が確認できた．

その他，道路橋の被害に関しては， Nurdagi近郊の
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斜張橋のデッキの落下， Antakya郊外の5径間単純桁

橋の橋脚の傾斜とデッキの落下を確認した．

N36.2458 E36.3578 

写真一11 傾斜した橋台

6. 2断層との交差点での線状構造物の被害

この地震では，道路，鉄道やパイプラインといっ

た線状構造物が，地表に出現した断層変位による影

響を受けた． 写真— 12 はKahramanmaras-Gaziantep道

路のNarliからKahramanmarasに向かう間の盛土区間

が断層変位に伴い約4mの横ずれを生じた地点で撮影

したものである．この地点ではほぼ完全な横ずれ変

位となっており，段差は生じていない．断層と道路

の交差角度の関係から，ガードレールが引張力によ

り引きちぎられた状況も確認できた．また，周囲の

畑には，路面に現れたずれを延長する方向にずれの

痕跡が残っていた．

写真— 13 はNarli において確認した送電鉄塔の部材

の座屈である．これは，左横ずれした断層と送電線

の交差角度の関係から，断層変位に伴って送電線に

引張力が作用したことが原因だと思われる．同様の

被害はSekerobaでも見られ，こちらも断層変位と送

電線の交差角度は，送電線に引張力が働くようにな

っていたことを確認した．

Gaziantep県Islahiyeでは埋設管（用途不明）が地

表断層との交差部で座屈し，地表に出現した様子が

見られた（写真— 14 ) ．これらの管は地表から数cm

の深さに埋設されており，通常の埋設管に比べると

地上側に変形が出やすい状況であったと考えられる．

写真一12 断層変位に伴う道路の横ずれ

写真一13 断層と送電線の交差により鉄塔に生じた

部材座屈

写真一14 断層変位との交差地点で座屈し地表に露
出した埋設管（用途不明）

6.3斜面崩壊

Antakyaの南東約7kmに位置するTepehanにおいて

大規模な斜面崩壊が発生した．地すべりの全景を写

真ー15に示す．地すべりの全長は約500m, 幅は100~

150m程度である．当該地の基盤は比較的脆い石灰岩
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であり，その岩片からは魚類の化石も確認された．

また，舌端部には崩壊士砂が堆積して原地盤より 5m

程度高くなると共に，小さな天然ダムを形成してい

た．

写真ー15には， UAV測量により得られた主側線の地

表面標高も示すが，この断面からも分かるように，

Tepehanの地すべりの特徴の一つはその斜面勾配で

ある．被災地を取り巻く丘陵地は全体になだらかで

あり，崩壊部の勾配も約4度であった．これは，一般

的な地震地すべりの斜面勾配と比較すると非常に緩

いまた，滑落崖から約100mまでは深度約10~15mの

沈降帯が見られ，崩壊・移動した士塊は元の形状を

残していることも特徴的である．これらの特徴は

2008年岩手・宮城内陸地震で発生した荒戸沢地すべ

りとも類似しており，そのメカニズムとして深部に

おいて地表面と並行する弱層が存在し，これが地震

動により軟化して上部の士塊をそのまま滑動させた

可能性が考えられる．また，崩壊部は周辺と比べてや

や表面水が集まりやすい地形となっていたことから，

すべり面に液状化を引き起こす十分な地下水が供給

されていた可能性も考えられる．

Tepehanの地すべりは今回の地震を引き起こした

断層の延長線上に位置しており，地すべりブロック

には直線状の溝が確認された．この溝は断層方向と

も合致するだけでなく，他の断層の観察でも見られ

た左横ずれのパターンとなっていた．このため，

Tepehan地すべりの発生は断層運動の影響を受けた

可能性も考えられるが，今回の調査ではその関連性

は解明できていない．

写真一15Tepehan地すべりとUAV測量による主側線

の地震前後の地表面標高

7. 大規模広域地震災害マネジメントとリス

クコミュニケーションの解明

7. 1災害対応と被災者支援

(1) はじめに

トルコは 年に北アナトリア断層を震源とする

マルマラ地震で大きな被害を受けており，復興過程

においては防災機能強化のための様々な取り組みが

実施された。その一つが，各省に分散されていた防

災機能の統合であり， 2009年には首相府危機管理庁

(AFAD) が設置された。今回の地震は， AFAD設置後

に初めて経験する大規模広域地震災害であった。

本研究では，カフラマンマラシュ地震において

による災害対応がどのように行われたのか，

月 日～ 日に実施した現地調査に基づき述べる。

(2) AFADによる災害対応

トルコ政府は， 年に首相府緊急事態総局

（ ），内務省市民防衛総局（ ），公共

事業・住宅省地罠総局（ ）を統合し，

を設置した。そして 年にはトルコ国家災害対応

計画 が策定された（ 年に更新） （ 

）。

今回の地震発生後， は即座に非常事態宣言を

県に発令した（ 県中。その後，非常事態宣言対

象県はその後 県に拡大）。 職員及び内務省の

幹部職員を被災地に派遣し，被災地の災害対応の支

援にあたった。災害発生から月日までに派遣され

た職員は， 幹部職員名，県知事名郡長

名，地方自治体幹部職員 名であった（ ）。

今回の調査においては被災県の災害対策センター

おいて支援業務に携わっていた職員から話を聞いた。

被害が大きかったハタイ県の災害対策センターでは

（写真 ），被災者支援業務が「清掃」 「風呂・ト

イレ」 「物資」 「運営」 「廃棄物」に細分化され，

部門ごとに支援担当自治体が割り当てられていた。

「清掃」部門長は， トルコ北東部のシノップ県の郡

長であり，内務省との調整により 1ヶ月間避難所の

清掃業務の統括業務にあたっていた。

写真一16 ハタイ県災害対策センター

(3) 避難所と被災者支援

日本では，災害時には学校や体育館等の公共施設が

避難所として利用されるが， トルコでは避難所は指

定されておらず被災者にはテントが提供される。公

圃等には複数のテントが並ぶテント村（ ） 

が開設された。テント村は被災 県に 力所開設さ
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れ， 名が避難していた（ ）。

震源近くに位置するパザルジュック県ナルルのテ

ント村は地震から日後に により設置され，調

査時点では 枇帯が暮らしていた（写真 ）。テン

トは世帯ごとに提供されており，生活用品（ベッド・

マットレス・調理器具・絨毯・ストーブ等）が整備

されていた。これらの支援は， が被災者のニー

ズを確認し調達・提供されたものであった。テント

村にはシャワーやトイレとして専用のプレハブが建

てられていた。また，小学校・中学校・幼稚圃とし

て大型のテントが設置されていた。テント村には安

全管理のため軍が常駐しており，生活環境は良好で

あった。 は主としてテント村の開設と管理運営，

被災者への物品の提供を行なっており，被災者への

食事の提供はトルコ赤新月社（ ）が行なってい

た。

写真一17 テント村の様子

なお，これらのテント村とは別に市内の随所にテン

トが設置されていたが，その多くは被災したシリア

人が自宅敷地内に設置しているものであり，シリア

人とトルコ人とでは支援状況は異なっていた。

(4) おわりに

以上に述べたように，今回の地震災害において

は中央レベルにおける政策決定のみならず，被

災現場レベルにおいても多様な被災者支援を実施し

ていた。災害対応は，全国の行政職員の支援を得て

行われており， と内務省により人的支援の調整

が行われていた。被災者支援業務は細分化されてお

り，被災者一人一人のニーズを確認したうえで支援

は提供されていた。

ただし，地震発生直後は状況が混乱し，支援体制

が整備されるまで数日要していた。また，中央政府

による意思決定・指示に基づき対応が行われており，

被災現場の担当はどのような経緯で意思決定が行わ

れているのかを把握していない事例もみられた。

トルコの災害対応体制は中央集権的であり，市町

村を中心とする地方分権的な日本の災害対応とは異

なる。このような災害対応体制の違いが被災者支援

の質や地域の復興にどのような影響をもたらすのか，

今回の調査から得られた結果に基づきさらにさらに

研究を進める予定である。

7.2震災前後の情報リテラシーの変化につい

て

（1) はじめに

今回の大震災前にAFADは詳細な地震ザードマップ

を作成していたが、被災地の市民の認識は地震対策

への認識が十分ではなかった。ここでは、大震災前

後の地方行政や学生を対象としたインタビュー等に

よりその要因と大震災前後の災害情報リテラシーの

変化を調査する。この結果を、今後の防災教育等に

活用することを目的として実施する。

(2) 調査の概要

2 0 2 3年 10月上旬に被災において災害情報リテ

ラシー調査を予定している。現地にはゲブゼ工科大

学 Ceren准教授に同行いただきインタビュービュ

ー等の実施し、大震災前後の災害情報リテラシーの

変化を調査する。調査対象は被災地での地震対策や

復旧作業を行っている地方行政ならびに情報リテラ

シーが麻い大学生を想定している。

(3) 事前情報収集

図 に の地震ハザードマップを示す。これ

まで は19 9 9年のコジャエリ地震（イズミッ

ト地震）を契機に詳細な地震ハザードマップを作成

し、国民への周知を行ってきた。しかし、危惧され

る北アナトリア断層沿いの地震リスク（マルマラ地

震）は多くのトルコ国民が認識しているものの、図

1の東アナトリア断層添いの地震リスクは十分には

認識されていなかった。

トゥルキエの地震ハザードマップ
（米国地質調査所 M7.8,7.5 トウルキエではM7.7,M7.6) 

北アナト リア断層
AFAD資料

災害緊急事態対策Ir

今回の被災地域の市民は地震リ スグを十分認謙していなかった。
その理由はこの地域で近年大きな被害地震は発生していなかった。

図ー20トゥルキエの地震ハザードマップ

その結果、耐震化が進まず、多くの是弱な構造

物がその理由の一つとして、図ー21 2に示すよ

うに被災地域では近年大きな被害を出すような地

震が発生していなかったことが挙げられる。
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図ー21 過去の被害地震

(3) 期待される成果

本研究により過去に被害地震が少ない地域におけ

るハザードマップ等による災害情報リテラシーの状

況ならびに大震災後の変化を知ることにより、今後

のトウルキエにおける災害情報リテラシー向上の迅

速化を図ることが期待される。特に危惧される北ア

ナトリア断層沿いの地震（マルマラ地震）への対応

はトウルキエ最大の地震防災課題であることから、

災害情報リテラシー向上と耐震化の推進は必要不可

欠である。

8. まとめ

本報では、文部科学省科学研究費補助事菓（特別

研究推進費）の「2023年トルコ南部の地震と災害に

関する総合調査」のこれまでの成果を概説した。本

年度末には、各テーマは次の内容で研究成果を取り

まとめる予定である。

「テーマ 1.衛星測地等による地殻変動と災害把

握」においては、 「だいち 2号」による世界で最も

優れた解像度の衛星画像を用いて、 トルコ南部の地

震による地殻変動の推定と災害把握を行う。また、

東アナトリア断層帯の震源域の活断層および斜面災

害調査を行い、連動型地震と災害の発生メカニズム

を解明する。

「テーマ 2. 地震発生機構の解明」においては、

本震のみならず続発した大地震に関する地震発生場

の理解を進める。特に、震瀕過程解析と地震活動解

析による結果を包括的に解釈することで、一連の地

震活動の発生過程を明らかにする。また、応力場・

地震活動・震源破壊過程・地殻変動の解明、流体の

関与の理解等、複雑な断層系における総合的な学術

成果を創出する。

「テーマ 3.強震観測による災害発生機構の調査」

においては、余震活動が活発なうちに、被害地域の

強震観測点を補強するように臨時観測を行い、地盤

条件が空間的に複雑に変化する平野部での地震動特

性を評価し、地震被害発生機構を明らかにする。ま

た、広大な地域で大きな揺れが生じたメカニズムを

解明し、わが国の同等あるいはそれ以上の規模の地

震災害対策に生かせる知見を得る。

「テーマ4. 災害調査による構造物被害の解明」

においては、建築・士木・地盤工学等の観点から、

トルコ南部の地震により極めて広い範囲で建物が倒

壊し、甚大な地康災害が引き起こされた原因を総合

的に解明する。また、建物の被害を調査し、無被害

の建物についても、なぜ被害がなかったのかを明ら

かにし、日本の耐裳に生かせる知見を得る。さらに、

日本では事例の少ない断層変位や地すべり、液状化

等の地盤変状が構造物およびライフラインに及ぼし

た影響を調査し、巨大地震に対して強靭な社会シス

テムを実現するための資料とする。

「テーマ 5. 大規模広域地震災害マネジメントと

リスクコミュニケーションの解明」においては、大

規模広域地震災害における災害対策マネジメントの

特質と課題を解明するとともに、地震防災教育プロ

グラムと減災リスクコミュニケーションのあり方を

検討する。そして、今回の地震の科学的知見と地震

への対策の重要性について、 トルコの人々に伝える

防災教育に国際的な視点から取り組み、未来に向け

た災害に強い地域づくりに向けた活動を行う。
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2023年トルコ・カフラマンマラシュ地震における
強震観測地点での地震動と構造物被害状況
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Nurcan Meral Ozel ***** 
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要旨

2023年2月6日トルコ南東部のKahramanmara;;（カフラマンマラシュ）県に震源を持つ2

つの地震が起きた。東アナトリア断層に沿うMw=7.7のPazarc1k（パザルジク）本震とその

後に北方でMw=7.6のElbistan地震が起きて，広範囲にわたり甚大な被害が生じた。これら

の地震では多地点で強震観測記録が得られ，近年の設計基準地震動に匹敵するか上回るよ

うな大振幅の強震動となった。また，断層近傍の地点で明瞭なパルス波が見られた。地震

動と構造物被害の関係に焦点を当てて， 3月と4月に現地調査を実施し，強震観測地点周辺

での構造物被害の状況を観察し，それに基づいてMM震度を判定した。被害判定に基づく震

度は計算震度より下回る場合が多い。

一 はじめに

年月日トルコ南東部の s（カフ
ラマンマラシュ）県に震源を持つつの地震が起きた。

現地時間の 4時 分に，東アナトリア断層に沿う

の （パザルジク）本震が起き，その

約時間後時分に北方で の 地震が

起きて，広範囲にわたり甚大な被害が生じた。これ

ら地震は s地震と呼ばれている（トル
コ政府）．トルコでの観測史上最大級のつの地震に

より，強い地震動が発生して東アナトリア断層に沿

う地域とシリア北部に甚大な被害がもたらされた．

月日時点でのトルコ政府発表のデータによれば，犠

牲者の数は 人を超え，建物被害は約万棟と

トルコ史上最大のものとなった．

これらの地震ではトルコ政府内務省 により

整備運用されていた地震観測ネットワークの多数の

地点で強震観測記録が得られ，近年の設計基準地震

動に匹敵するか上回るような大振幅の強震動となっ

た（ ）。断層近傍の観測地点では裳源断層か

ら射出されたと解釈できるような明瞭なパルス波が

見られた。そこで，地震動と構造物被害の関係に焦

点を当てて，第著者は月， 月， 月の度にわたり

第著者または第著者とともに現地調査を実施し，

強震親測地点周辺での構造物被害の状況を観察する

とともに微動観測を実施した。 月は全域の各種構造

物被害の全貌把握に焦点を当てた被害調査と地震計

と被害集中域での微動観測を実施した。 月は橋梁の

被害に重きを置き，同様の調査を行った。 月は同様

の微動観測を中心として現地調査を実施した。本報

告では， 月・月の調査結果を扱い，微動観測につ

いては述べない。

2. 地震動と構造物被害

2. 1 概要

（1) 地震動

地震直後の地震動の逆解析からは

地震の震源から東アナトリア断層帯を北西に延びる

方向での断層運動が注目されたが，震源から 県
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建吻技害分布は、（人這支汲 0penS"eetM•p チーム (HOT)デークによる
地震勤データは、 ＾~ADのデーク を使用した
音景:アジア隙測赤色立体）也図とOSMを利用した

図 被災 県合計のレベル別の被害数

固 地表地震断層と最大加速度の分布

を貫く南南西方向に延びる方向での揺れが，

の体感震度（ ）には反映されていた。トルコの

が強震観測をしており ，地展直後に結果を公開

した。を示す。地表地震断層は g を曲がり点

として北東に延びる地展断層と南南西方向へ延びて

いる。左横ずれで，道路と交差するところでは道路

を大きく ずらせたり， 変形させたり していた。断層

に沿って都市・集落が断続的にあり，地震計も多い。

最大加速度の分布も震源より南南西方向に延びる方

向で大加速度が観測されており，軒拉み を

超え，最大は を超える。震源より 南南西方

向に被害が卓越した。

(2) 構造物被害

構造物被害の内，建物被害について概要を述べる。

トルコ政府の報告書によれば， 月日時点で，約

万千棟の建物の被害調査を終え， （無被

害） ， （軽微），

（中程度）， （重度）， （崩

壊）， （緊急解体が必要）

に被害が分類判定されている。それぞれ の

に

概ね相当するものと想像する。図に被災した 県

の合計の被害レベル別の被害数棒グラフを示す。被

害の軽い方から単調に減少するのではなく，

で一度大き く増加している。 これは，

以下は （基準適合）の建物が大半を占めるのに対

して， 以上では （基準不適合）の建物が

多く占めるものと，現地調査の結果および過去のト

ルコの地震被害分析結果（ を紹介

した ）に基づいて推察される。トルコ政府

の報告書では， の数の合

計を被害数と して勘定している文章とそれらに

を加えている文章もある。したがって，注意

が必要である。また，この政府報告書の内容を知っ

たのは，第著者が， 度の調査を終えてからのこ と

である。 と判断されるものが多く 解体されて

いたので，被害グレードと被災建物への対処方法と

の対応は，日本の感覚とは大きく異なる ことが，現

地での被害調査を通して実感した。

また， 日本と は大きく異なる地形 ・地質・地盤条

件も構造物被害を調査して考察する際の童要な視点

である。さらに構造物被害という観点から作用した

であろう地震動を推察する際の重要な視点は，特に

建築物であ り， トルコでは多様な構造がある中で，

主に組積造または鉄筋コンクリート（ ）造の，

階建て住宅と中高層の 造アパート（組石造充填内

壁 骨組み構造） に分類される。この 造形式はヨ

ーロ ッパの建物ストックの大部分を占めている。 ト

ルコにおける 造建物は建築物の耐震設計基準に

従って設計されるが，基準準拠（ ）と非準拠（ ） 

は過去の地震被害分析研究で主要な指標となってお

り，この視点も被害分析では不可欠である。 現地調

査では，コンクリートの品質，主鉄筋・せん断補強

筋などの鉄筋システムの詳細の観察が不可欠である。

著者らは，以上の観点で，地震直後から各種の分

析を実施して，現地調査の事前準備を実施した。図

に調査対象とした主な都市・ 集落の位償を示す。

図 調査対象とした主な都市 ・集落の位置
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表 各地の観測点における地震計周辺の地震動の大きさ（ 計測震度，推定 震度，

地震計 」MA MMI 

No. 
地震計地名

計測震度 震度

Seismo 」MA MM  
Location 

meter intensity intensity 

2703 Gaziantep 4.6 VIII 

201 Adiyaman 5.5 XI 

213 Tut 5.5 IX 

4615 Narli, West 6.2 XI 

NAR Narli, East 5.8 X 

4620 Kahramanmaras 5.0 IX 

4624 Kahramanmaras AP west 5.7 X 

4616 Turkoglu 5.9 X 

2712 Nurdagi 6.1 X 

2708 Fevtipasa 6.3 XII 

2718 lslahiye 6.0 XI 

3138 Hassa 6.7 XII 

3137 Hassa village 5.8 XI 

3145 Balarmudu 6.2 XI 

3139 Guzelce 6.2 X 

3142 Kirkhan 5.9 XI 

3141 Serinyol 6.2 XI 

3123 Antakya west 6.3 XI 

3124 Antakya west 6.3 X 

3125 Antakya west 5.9 XI 

3126 Antakya west 6.2 XI 

3129 Antakya west 6.5 XII 

3131 Antakya east 5.8 X 

3132 Antakya east 6.1 X 

3134 Dortyol 5.3 IX 

3135 Arsuz 6.3 XII 

3136 Altinozu 5.7 X 

現地調査に際しては， との連絡を取り，

の協力を得て，森と は月日から月日まで現

地調査を実施した。現地調査は，

s, ， の各県における

地震計設置点とその市町の被害集中域で微動

測定と建物被害観察を実施した。また，移動する道

路と地表地震断層（事前に により読み取られて

いたものと現地で判断できたもの）との交差点では，

道路被害と構造物被害の有無と状況を確認した。地

表地震断層の観察，地震計周辺の建物被害分布の把

握，倒壊を免れた被害建物の詳細観察に，構造物点

検用の衝突自動回避する性能を有する 未満の軽

駄小型ドローンを使用した。使用については事前に

申請して， トルコの法律に基づいて，一定の条件下

では操作規制のないトルコ人が操作し，操作補助を

PGA PGV 

cm/s2 cm/s 
現地調査 微動測定 震度判定

Field 3月， 4月の現
Micro-

damage 地調査による
tremor 

暫定的判定survey 

165.1 15.8 

゜
VII-VIII 
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658.3 110.2 
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1121.9 94.0 
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1211.0 78.7 
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VIII-IX 
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第著者が行った。

(3) 構造物被害状況に基づく震度推定

構造物や地盤の被害状況から 震度で以上，

震度で 以上では，震度階が推定できる。一方，

地震動記録があれば， 計測震度は成分加速度波

形よりフィルター操作などの決められた手順を経て

計算できる。また， 震度は，最大加速度（ ） 

や最大速度（ ）などとの単純な変換式がさまざ

まに提案されている。ここでは，

の を用いる式 によるものとした。

表 に各地の蜆測点における地震計周辺の地震動

の大きさ（ 計測震度，推定 震度， ， ） 
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を示す。また，建物被害や構造物・地盤被害状況か

ら判定した地震計設置都市集落の判定 震度を示

す。この表は，月調査終了時点での中間結果であり，

今後修正される可能性がある。 計測震度や推定

震度の値から想定される被害状況に比べて， ど

ちらかと言えば被害率は低いところが多いと判断し

ている。すなわち，現地被害調査に基づく震度判定

は， から算出される 震度よりも小さい。し

かし，前述したように や に対応する被害認識が

異なる可能性もあり，被害率に や を含めるのか

否かに関して詳しく述べたものが少ない。 の

ような構造種別ごとに行った定量評価に基づいた震

度判定を基礎にする必要がある。

2. 2 各地の被害
(1) 

（アドゥヤマン）では，月に調査した際，

倒壊した建物はほとんど解体・除去されており，解

体・除去されてがれきが残る更地と致命的な被害を

免れた建物が混在する状況がいたるところに見られ

た。写真に崩壊建物解体と耐えた建物の事例を示

す。東西に走る幹線道路沿いにある写真の 階建て

住宅は，全ての階で壁が被害を生じており，下層ほ

ど被害程度が大ききなり， ．階の壁の多くが崩れ

落ち， の柱・梁が露出している。 の被害レ

ベルは である。しかしながら，写真に階を

拡大したものを示すが，柱・梁にはひび割れなどの

写真 崩壊建物解体と地震に耐えた建物の事例

写真 地震に耐えた建物の ・ 階の壁

構造的損傷は見られず，中空レンガ積造充填内壁が

せん断破壊して，面外方向の揺れにより破壊片が落

下するという被害形態である。一方，この建物の右

側敷地には，倒壊した同程度の高さの住宅のがれき

と杭の鉄筋（丸鋼¢ )が残っており，コンクリ

ート片は脆く粗悪なものであった。したがって，ぜ

い弱な建物が選択的に倒壊したと推察される。

(2) 

（ガジアンテップ）市では，地元の人に

よれば， S (シェヒットカミル）地区のつ

の街区で高層住宅がパンケーキ倒壊したという。

つは， （アタチュルク）街区の棟セットの

階建てアパート（ 年前建設と近所の人の話）が全

て崩壊した現場。解体されて、何も残っていなかっ

た。基礎も全て除去されていた。周辺の階、 階の

建物に顕著な被害は認められなかった。

もう一つは （バトゥケント）街区の少し離

れた棟である。写真に崩壊した階建て 造アパ

ートを示す。 階を拡大したものを示す階建てのツ

インタワーだが、一方のみがパンケーキ状倒壊した。

残った方は，内側から観察できた柱・壁については

被害がなかった。パンケーキ状に倒壊して残ってい

た柱・梁・壁のコンクリートは砂状の塊のところも

あり一部で脆いものがあった。写真に階柱の破壊

断面を示す。鉄筋は丸鋼で，隅柱は主鉄筋(<I>

混在）の量が十分であったが，せん断補強筋が

細くて本数が少なく，端部は 度フックであった。

写真 崩壊した階建て 造アパート

写真 階柱の破壊断面



Nurda 

Nurda 

-5 3 4

2

RC 2 1

-6 4 19

Grade-3

Narl

Narl 4615

NAR AFAD

JMA 6.2 5.8

6 6

-7 NAR

QS

-8 NAR Narl

Narl

4m 1 2

AFAD 4615

RC

-9

1 2 2

3 6

-5 Nurda  3 4  -6 Nurda  4 19  

-7 NAR -8 NAR Narl  

-9 4615  

- 38 -

写真 g市中心部月 日状況

写真 地震計

鉄筋・コンクリートともに不適切なものと判断した。

なお， トルコでは，業者を違えて発注することが普

通のようなので，建設業者が異なっていた可能性が

ある。その他の建物は，外観からの損傷は認識でき

ず無被害もしくは軽微な被害であると思われる。し

たがって，ぜい弱な建物が選択的に倒壊したと推察

される。

(3) g 
g （ヌルダウ）市では，市の中心部が壊滅的

な被害を受けた。写真は月日の市中心部の道路

沿いの被害状況である。左の階建物は中空ブロック

積みの壁で支持されているのに対して右の建物は中

空レンガ積みの壁で充填された，極めて細い柱・梁

による 造である。いずれも階建てであるが， 階

が倒壊していた。写真は月 日における中心部の

状況である。パンケーキ状倒壊を多く含む倒壊建物

や倒壊寸前の建物が多かった領域であったが，解

体・撤去されていて，元の建物などは分からない状

態であった。残留している建物は，壁などの部材は

被害を受けているが，柱・梁の主要構造にはひびが

入っておらず，被害レベルは である。

(4) 

（ナルル）では，平地を挟み西の地区（

と東の丘陵地区（ ）の両方に 地震計があ

る。それぞれ， 計測震度で と であり，震度

強と弱であり，日本でも被害が発生するレベルで

ある。写真は地震計 であり，丘陵の頂上にあ

る。観測小屋の前に微動計（ ）が見える。観測小

写真 g市中心部月 日の状況

写真 丘陵から望む 西地区

写真 地震計 周辺の住宅地の様子

屋の左側の近くに通信鉄塔があり，この鉄塔の振動

の影帯の有無が気になる。ここからは，西の地区が

遠望できる。写真に 丘陵から望む 西地区

を示す。間にある 平野を横断する無舗装道路

（白っぽく見える）が直交する地表地震断層により

約 の左横ずれが確認できる。西の地区には～階

建ての住家が密集しているが，視認できる損傷は見

つけられない。

地震計

にこの敷地にある

とその前で微動観測を行った際

造の倉庫の壁には，大きな亀裂

が入り水平ずれが生じていた。写真はこの地震計

の周辺の様子を示す。 ～階建て（多くは階建て）

の比較的新しい住家が円環状に配置された住宅地で

ある。調査の日（月日）にはまだ，多くの人が歩

道などにテントを張って自主的に避難生活をしてい

た。外観観察からでは，住家には軽微な被害が認め

られるものもあったが，多くは無被害に見えた。
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の加速度・速度・変位の時刻歴

図に， 本震の際の における 地点

と 地点の地震動（ 成分）の加速度・速度・変

位の時刻歴を示す。最大加速度はそれぞれスパイク

状のピーク値であり， と言う大

振幅であり，その後も は何度も超えてお

り，構造物への影響が大きく，被害発生レベルであ

る。しかし，前述のように被害は軽微であった。

さて， 回積分は，階段状の段階のステップ関数

で基線がずれるとのモデル（大原ら， ）を用い

て，基線ずれ時刻とずれ量のつを求めて，時刻歴直

接積分によって計算した。速度波形と変位波形で，

西側の が南に，東側の が北に動いたことが

よくわかる。 秒付近の速度波形は明瞭な片方向に

振幅の大きなパルス波形を呈し， は ， 

と大きな値となっている。それに対応して，

変位波形には明瞭な 波形が現れ，最大で

と であり，差し引き の動的食い違

い変位が現れている。地表断層で見られた 余のず

れ変位は 変位の残留したものと理解するこ

とができそうである。また，加速度波形には明瞭に

秒あたりから始まる回目の大振幅群が認められ，

対応して速度・変位の波形にも振幅は小さいが別の

波が認められる。これらは最初の方が観測

点近傍の断層運動， 番目が観測点からやや離れた断

層運動によるパルス波であると考えられる。すなわ

ち，どこかの地点では，これらのつの破壊による

波の 効果が重なったパルス波が生

成される可能性があることを示唆している。

(5) 

（イスラヒエ）では住宅などが密集する

地域から南に離れたところに，ある小学校の敷地に

地痕計 がある。 計測震度で （ 

強）， 震度で と最大級である。写真 に 造

階建ての小学校舎を示す。軽微な被害であった。組

石造充填内壁（ ）や 骨組みとの間にクラック

が入る程度の被害であり，構造部材となる柱はほぼ

写真 階建て小学校舎

） 

写真 校舎北西隅柱周辺の鉄筋の座屈
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写真 市西側で倒壊率が高い領域

写真 パンケーキ倒壊した 階建 造住宅

全て無被害である。ほとんどの柱は下端の打ち継ぎ

目も開いていない。写真 に校舎北西隅柱周辺の鉄

筋の座屈を示す。柱の最下端と基礎梁上端の継ぎ目

で鉄筋が伸びて座屈してはらみ出しているのが確認

できた。コンクリートにもクラックが生じている。

の波形分析によれば，南北方向では，北側に

大振幅で周期の長い

(6) 

波が認められており，

（アンタキャ）市は，今回の地震で最も被

害の大きな市である。市の中心を流れる ）1|（オ

ロンテス， ）iiとも言う）を境に，東の左岸側が旧

市街で低層建物が多く，被害率は低いのに対して，

西の右岸側が新市街で高層建物が多く，また被害率

も高い。個々の建物の耐震性の違いもあろうが，高

さの違いで被害率が異なることから，それぞれの固

有振動数に影響の大きい成分の強さの違いが現れた

ものとの仮説を立てるのが有効である。写真 は，

川に近い西側でも最も倒壊率が高い領域で，倒壊や

倒壊寸前と言った致命的な被害を受けた建物が解体

され，がれきが残っている様子である。 地震計

に近い。 計測震度 ， 震度 ， 

を記録している。また，

後ろに見える棟の建物のように倒壊しなくても壁

だけが大きく被害を受けたものも多い。

写真 は倒壊寸前の階建て 造建物である。緊

急解体が必要なレベルの被害であることは間違いな

い。しかし，基礎が被害を受けて上部構造が不等沈

下しているのに，各層の梁が大きく変形しながらも

写真 倒壊寸前の階建て 造建物

写真 倒壊建物の柱・梁の接合部

柱と組んで，自重を支えている。柱梁の接合部の配

筋が良いのとコンクリート品質が良いために 部

材の持つ粘り強さを発揮しているとみることができ

る。このように倒壊しないと，生存空間を維持でき

るため，死傷者を大幅に減らすことができる。

写真 はパンケーキ状倒壊した階建て 造住宅

である。ベランダの片持ち床版と飾り垂れ壁が重な

って見える。折れて開きが出るように壊れている部

分のほとんどは鉄筋が繋がっていない。この建物で

柱・梁の部分を探して観察した。写真 は倒壊建物

の柱・梁の接合部である。接合倶で破壊しており，

破壊面に見えるコンクリートが極めて脆く，セメン

ト分が不足しているように思われる。また，鉄筋は

丸鋼で細く少ない。

2. 3 市の被害集中

（アンタキャ）市では被害集中的に発生し

ているとのメディア報道があった。現地調査前の衛

星両像分析（ ）による被害状況に基づき，

以下の見解を有していた。アンタキャ市全体で被害

が発生しているわけではなく，建物倒壊被害はオロ

ンテス）1|の西岸で帯状に集中しており，西岸に多い

～ 階建ての 造に被害が多く，東岸に多い低層家

屋には被害は少ない。

地震動については，最大加速度（ ）は地表地

震断層の延長線上の西岸の西側丘陵部で大きく，波

形にはパルス波が見られ，ディレクテビティー効果
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図 市における と

だと思われる波形も見られると解釈していた。

しかし，建物被害は西側の丘陵地で発生しており，

被害集中域は河岸段丘崖に位置すると解釈し，地盤

の モデル（ ）との

比較から， の高低などでは被害集中は説明しに

くいと思われた。 モデルは地下構造の推測の参

照になる。

そのほか，大局的には深い地盤構造として，ハタ

イ地溝帯による陥没構造の可能性がある。もしも，

そのような構造があれば，地溝帯陥没構造の内部に

位置している可能性があり，その盆地構造に影響さ

の被害に絞り込んだ建物被害マッピングの結果

れ，西側の盆地端部に起因するエッジ効果（川

瀬 ）が現れた可能性がある。

以上の仮説は，まず建物倒壊被害が帯状に集中し

ているのかどうかである。そこで， で公

開されている衛星写真では， 市周辺は頻繁に

更新されていた。遅い時期のものでは，解体・除去・

整地が一目瞭然であるが，前述したように，

でも解体しているのが現地の実態なので， と

に絞って分布を知る必要がある。そこで，震

災直後の衛星画像を用いて，被害判別を行った（第

著者）。図に と の被害に絞り込んだ
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建物被害マッピングの結果を示す。 月時点での衛星

画像分析（ ）の結果では細長い帯状に現れ

たが，この被害判別では，市の北側では細い帯状で

あるが，中心部については，楕円状になった。この

被害集中域の外側にも塊となって解体・除去エリア

があるが，それは現地での一部の確認から，

程度の被害である可能性が高い。したがって，

市における被害集中原因を解明する意義は 大原光世，森伸一郎，門田慶史：

高いと思われる。

3. まとめ

学教授の阪本真由美先生と g 大学

の 様にはこの月現地調査に同行

していただきました。ここに記して深く謝意を表し

ます。

参考文献

城内陸地震における地震記録から求めた永久変位，

地盤工学会四国支部技術研究発表会講演概要集，

地震動と構造物被害の関係に焦点を当てて， 月と

月に現地調査を実施し，強震観測地点周辺での構造

物被害の状況を観察し，それに基づいて 震度を

判定した。被害判定に基づく裳度は計算震度より下 森伸一郎，大里重人，千葉達朗：

回る場合が多い。

今後は，地震計周辺の被害率を求め震度判定を行

い，地震記録から得られる 計測震度との関係を

明らかにすること，地震計と被害集中域での微動観

測によって被害集中域での 計測震度と被害率と

周りの関係を明らかにすること，これらを併せて被

害率から 計測震度を求められるようにすること，

震度への換算方法を考案することが残された課

題である。

謝辞

本稿は，本研究における現地調査に当たり，多く

の方々にご支援・ご協力をいただきました。 月の現

地調査では，京都大学防災研究所自然災害研究協誂

会には調査旅費助成を戴きました。また， トルコ国

災害緊急事態管理庁（ ） には貴重なデータ提

供で，同地震リスク低減部門の の

博士からは現地調査許可を戴くのにお世

話になりました。東北大学災害科学国際研究所の特

任教授の竹谷公男先生および 地球環境部防災グ

ループの皆様には地震直後での現地調査に対して

様々なご支援を戴きました。山口大学非常勤講師の

村上ひとみ先生には，様々なご支援ご協力を戴き，

月の調査に同行して戴きました。芙蓉コンサルタン

トの故・大野二郎様，須賀幸一様， の

様、 の柴田巧様には，調査に当たり調査機材など

でご支援戴きました。 海外災害援助市民センタ

ー事務局長の吉椿雅道様には，地震直後月以降のア

ドゥヤマン（ ）の被災実況を教えていただ

きました。月の現地調査は，科学研究費助成事業（特

別研究促進費） 「 年トルコ南部の地震と災害に

関する総合調査」として実施しました。兵庫県立大

年岩手・宮

川島一彦，渡邊学歩：斜橋における落橋防止構造

の有効性に関する研究，士木学会論文集

年月日ト

ルコ・シリア地震の地震動と被害状況 インターネ

ットから得られる情報に基づく地震動と構造物被

害状況の予備的な工学的分析，

コ・シリア地震緊急報告会（オンライン公開），松

山，

森伸一郎，大里重人，千菓達朗，

年トルコ・シリア地震の現地調査

速報， 年トルコ・シリア地震現地調査速報会（オ

ンライン公開），松山，

森伸一郎，大里重人，千葉達朗，

年月トルコ・カフラマンマラシ

ュ地震における各地の地震動と構造物被害，日本地

球惑星科学連合 年大会（ ）， 

修士論文

年月日トル

｀
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過去の白黒災害写真とそのカラー化された写真の
印象に関する比較調査

朝位孝二

山口大学大学院創成科学研究科

要旨

本研究では白黒で撮影された過去の災害写真をカラー化して，それを防災教育に用いる

ことを念頭におき，元画像の白黒写真とカラー化された写真を比較して，どちらが現実感

を抱きやすいのか，どちらが恐怖感を抱きやすいのかについて小学生，中学生，成人を対

象にアンケート調査を行った。カラー化写真は現実感を与えるには良い方法であると示唆

されたが，恐怖感については小・中学生対象であれば白黒の方が被災の恐ろしさが伝わる

可能性があることが分かった。対象年齢や目的に合わせて白黒，カラーを使い分けること

が重要と示唆された。

一 はじめに

近年の我が国では毎年のように豪雨災害が発生し

ている。しかし，それは日本全体で見た場合であり，

ある特定の地域に着目すると，そこで毎年豪雨災害

が発生しているというわけではない。治水事業の効

果も相まって，長年豪雨災害が発生していない地域

もある。そのような地域では，防災意識や危機感が

薄れている可能性があり，事防災教育や啓蒙が必要

となってくる。特に地域の災害リスクや災害ポテン

シャルを理解する上で，その地域で過去に発生した

災害について学習することが有用と考えられる。

過去に発生した災害について効果に学習する方法

の一つとして，当時の災害写真を用いた防災教育が

有効と考えられる。しかしながら，昭和 年代以前

に撮影された記録用の災害写真は白黒の場合が多い

ため，現実感に乏しい恐れがある。ところで，近年

の 技術の進歩は目覚ましく，白黒の写真や動画を

カラー化させることができる。そこで白黒で撮影さ

れた災害写真をカラー化した写真を用いた防災教育

はその効果が大きくなることが期待される。井村

（ ）は 年の桜島の噴火について白黒で撮影

された写真をカラー化し，桜島大正噴火啓発資料を

作成し，鹿児島県防災研修センターで展示した。そ

のボードを見た見学者からは現実感がわいたなどの

感想が寄せられたということでカラー化することの

効果があったことが報告されている。

防災教育においてカラー化された災害写真の利用

は効果があることは期待されるが，それが実際にど

の程度の効果があるのかは不明な点も多い。本研究

の目的は，水害や土砂災害を撮影した白黒写真をカ

ラー化した写真を用いることによる防災教育効果の

向上について検討することである。その第一段階と

してアンケート調査により白黒写真をカラー化した

写真と元の白黒写具の印象の違いについて検討を行

った。

2. 調査概要

2. 1 カラー化サイト

白黒写真のカラー化は から無料で利用できる

カラー化サイトを利用した。用いたサイトは

の三

つである。それぞれのサイトの は参考文献に示

しておく。同じ白黒写具のカラー化でも用いたサイ

トで結果が若干異なってくる。本研究では著者の主

観ではあるが，最もカラー化が上手く行えたと判断

したカラー化写真をアンケート調査に用いた。

2. 2 対象河川流域と災害事例

本研究では山口県のー級河川である佐波川流域で

発生した災害を対象としてアンケート調査を実施し

た。佐波川は山口県と島根県の県境にある三ツヶ峰

に源流があり，山間渓谷部を流れ，野谷川，三谷）1|，
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表 佐波川流域で発生した災害事例

大正年 年 月，死者不明、流潰家屋 戸、浸水家屋 戸（台風性豪雨）

昭和 年 年 月，死者不明、流潰家屋戸、浸水家屋 戸（前線系豪雨）

昭和 年 年 月，死者不明、流潰家屋 戸、浸水家屋 戸（前線系豪雨）

昭和 年 年 月，死者不明、流潰家屋戸、浸水家屋 戸（前線系豪雨）

昭和 年 年 月，死者名、流潰家屋 戸、床上浸水 戸、床下浸水 戸（前線

系豪雨）

平成 年 年 月，死者 名（士砂災害）、流潰家屋 戸、床上浸水 戸、床下浸水

戸（前線系豪雨、土砂災害が主体）

表 アンケート調査実施状況

゜
調査日 実施場所

年 月 日 防府市立新田

小学校

年月 日～ 日 オンライン

年月 日 防府市立佐波

中学校

年月 日 防府市立右田

小学校

年 月 日 山口県防災土

講習会

年 月 日 防府市メバル

公園

島地川等の支川と合流し山口県防府市市街を流れ周

防灘に注ぐ。幹線流路長 ，流域面積 であ

る。流域は山口県のほぼ中央に位置し，防府市，山

口市，周南市の市にまたがっている。流域内人口は

約 人である。土地利用は山地が ，農地が ， 

市街地が である。想定される氾濫域の面積および

人口は防府市街地を中心に ，約 人である。

佐波川流域で大正時代以降に発生した代表的な水

害事例を表に示す。上記事例の内，台風によるも

のが件，残りが梅雨前線系である。流潰家屋数から

判断すると 年月の災害がこの中でも最も甚大

な災害であったと思われる。この時の豪雨は西日本

で広域に渡って甚大な被害をもたらしている。

年の災害では河川氾濫による被害は発生していない

が，土砂災害が多発した。防府市は佐波川沿川を中

心に「石原」， 「谷尻」， 「砂」， 「岩留」， 「川

尻」， 「流田」， 「砂走り」， 「河原」等の洪水に

由来する地名が多くみられる。過去に幾度となく洪

水被害が発生したことが伺われる（佐古（ ））。

2. 3 アンケート調査概要

表 にアンケート調査実施状況を示す。 の被

験者についてその属性を記しておく。 名の被験者

対象者 人数 調査方法

小学年生 名 対面形式による調査

山口県上木県建 名 アンケート

築部職員

中学年生 名 対面形式による調査

小学年生 名 対面形式による調査

講習会参加者 名 対面形式による調査

防災イベント参 名 対面形式による調査

加者

のうち 名は防災イベントに参加した一般の方々で

ある。残りの 名は防災イベントでブースを出した

方々で山口河川行動事務所職員 名，防府市役所職

員名，消防署職員名，職業は不明であるが防災土

の資格を持った方が名である。これらの方々は防災

に関連する仕事を行っている方あるいは防災に関す

る知識がある方と解釈でき防災関係者とここでは呼

んでおく。

および は 年度に実施したもので，

～は 年度に実施したものである，アンケー

トは元画像とそのカラー化画像を亜べて表示して，

表 に示している質間とその回答を選択して頂いた。

選択枝はつである。質問項目が少なく単純なのは小

学生が回答し易くしているためである。

および は教室または会議室であっ

たためスクリーンに元画像とカラー化両像を投影し

てアンケート調査を行った。 は を利

用してオンラインでアンケート調査を行った。

は屋外であるため元画像とカラー化画像を印刷した

アンケート用紙を配布してアンケート調査を行った。

アンケート調査で用いた過去の災害写真は大正年

月水害と昭和 年月水害を撮影したもので， 種類

ある。ここでは紙面の都合上種類だけを写真およ
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表 アンケート質間項目と選択枝

詈t1白黒 どちらかと戸幻1e白ち；』）／〗：現：実：二：［［とす：口／：力;と戸えばカラー カラー

丈れ"

カラー化画像（ でカラー化）元画像

写真 大正年（ 年） 月の災害右田村

＇ ，．¢ヽ上●●●拿•=

元画像 カラー化画像（ でカラー化）

写真 昭和年（ 年） 月の災害 防府市上右田•本橋上流地区

び写真に示す。写真は大正年月災害で写真

は昭和 年月災害である。それぞれ左が元の白黒写

真，右がカラー化された写真である。なお，紙媒体

の論文集は白黒印刷されるが京都大学学術情報リポ

ジトリではカラーの で公開される。

最初の調査日から（ 年月 日）を基準とす

ると写真は 年前，写真は年前でいずれも撮

影者が不明のため著作権は切れている。

3. 調査結果

3. 1 Case1の結果

この章ではこの枚の写真についてカラー化され

た写真と元の白黒写真の印象の違いについてアンケ

ート結果を述べる。新田小学校の結果において有効

回答数は である。黒色のバーが現実感，白色のバ

ーが恐怖感の回答割合である。以下のすべての図面

で同様である。現実感については最も多い回答は白

黒で 。 （ 件）であった。次に多かった回答は

カラーで （ 件）であった。回答が白黒とカ

ラーに二分される結果となった。恐怖感については

最も多い回答が白黒（ ， 件）で次に多かっ

たのが白黒もカラーも同じ（ ， 件）である。

番目がカラー（ ， 件）であった。現実感は

回答が二分されていたが，恐怖感は白黒ともカラー

とも判断がつきにくい回答を含めて三分されている

結果となった。回答数としては現実感，恐怖感とも

白黒が最も多い。

佐波中学校の有効回答数は である。現実感につ

いて最も多い回答はカラー（ ， 件）で，っ

いでどちらかと言えばカラー（ ， 件），白

黒（ ， 件）となっている。際立って回答が

集中している選択肢はない。恐怖感では白黒が

（ ， 件）最も多く，次いでカラー（ ， 

件）となっている。白黒とどちらかと言えば白黒

を合わせると 。 となり白黒に半数程度は白黒

に恐怖心を感じている。

右田小学校の有効回答数は である。現実感につ

いてはカラー（ ， 件）が白黒( ' 

件）となっている。白黒とカラーに回答が集まって

いる。恐怖感では白黒が（ ， 件）最も多く，
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図 に対するアンケート結果

次いでカラー（ ， 件）となっている。

上木建築部職員の有効回答数は である。現実感

ではどちらかと言えばカラー（ ， 件）が最

も回答数が多い。ついでどちらも同じ（

件）となっている。さきほどまでの小学生，中学生

とは異なる回答傾向となっている。白黒の回答率と

回答数はそれぞれ ， 件であり回答数が少ない。

防災士講習会参加者の有効回答数は である。現

実感についてはどちらかと言えば白黒，どちらも同

じの回答割合が少なく，それ以外の選択肢はほぼ同

様の回答割合となっている。どちらかと言えばカラ

ーは ， 件，白黒が ， 件，カラーが

件となっている。恐怖感では最も多い

のが白黒（ ， 件）で次いでカラー（

件）となっている。その他は 以下の回答割合

である。恐怖感の回答傾向は小学生，中学生と同様

である。

防災イベント参加者の有効回答数は である。現

実感ではカラー（ ， 件）が最も多く，次い

でどちらかと言えばカラー（ ， 件），白黒

（ ， 件）となっている。これら以外のどち

らかと言えば白黒，どちらも同じが少ないという意

味では防災士講習会参加者と同様の傾向回答である。

恐怖感は白黒（ ， 件）が最も多い。どちら
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防災士講習会受講者の結果（

図

防災イベント参加者の結果（現実感

に対するアンケート結果

，恐怖感

も同じ， どちらかと言えばカラーが同数（

件）で次点であった。カラーは

も少ない結果となった。

件で最

山口県職員以外の回答傾向について，現実感は白

黒とカラーに意見が分かれる場合が多く，また恐怖

感はカラーの回答割合よりも白黒の回答割合が多か

った。山口県職員の現実感はどちらも同じ，どちら

かと言えばカラーに回答が集まっていた。また恐I布

感はどちらも同じに回答が集まっていた。特に恐怖

感について白黒の回答割が極端に少なかった。

3. 2 Case2の結果

新田小学校の結果において有効回答数は である。

現実感についてはもっとも多い回答はカラーで 。

（ 件）であった。次に多かった回答は白黒で 。

（ 件）であった。次いで白黒もカラーも同じ

が ， 件である。恐怖感については最も多い

回答が白黒（ ， 件）で次に多かったのがカ

ラー（ ， 件）である。両者は件差である

のでは，ほぼ同数である。 番目がどちらも同じ

（ ， 件）であった。他の回答は 未満で

ある。現実感も恐怖感も主にカラーもしくは白黒に

票が入っている。
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佐波中学校の有効回答数は である。現実感につ

いてはカラー（

多い回答は白黒（

件）が最も多い。次いで

件）である。現実感は

カラーに多くの票が入っているが白黒にも次いで多

いことが分かる。恐怖感ではカラーが（

件）最も多く，次いで白黒（ ， 件）となっ

ている。どちらかと言えばカラーを含めればカラー

の回答は となる。一方で白黒，どちらかと言

えば白黒の合計は であり白黒に恐怖感を感じ

る回答者も少なくはない。

右田小学校の有効回答数は現実感で ，恐怖感で

である。現実感については白黒（ ， 件）

が最も多く，ついでカラー（ ， 件）でこれ

らの回答に二分されている。恐怖感ではカラー

（ ， 件）が最も多く，白黒とどちらも同じ

が同数で（ ， 件）となっている。件数差は

件であるので，これらの回答間には差はなく同等で

ある。

土木建築部職員の有効回答数は である。現実感

ではカラー（ ， 件）が最も回答数が多い。

次いでどちらかと言えばカラー（ ， 件）と

なっている。これらの回答割合の合計は となり，

ほとんどの回答をこれらで占めている。白黒の回答

率は ， 件であり，回答者は非常に少ない。恐

怖感ではどちらかと言えばカラー（ ， 件），

カラー（ ， 件）であった。これらで を

占めており，多くはカラー画像の方に恐怖感を感じ

ている。白黒は回答率が ， 件で最も少ない。

これまでのケースと同様，この回答傾向も小学生，

中学生と全く異なる。

防災士講習会参加者の有効回答数は である。現

実感についてはカラー（ ， 件）で最も多く，

次いで白黒（ ， 件）， どちらかと言えばカ

ラー（ ， 件）となっておりカラーが最も多

いが三分されている。恐怖感ではカラー（

件）が最も多い。白黒とどちらかと言えばカラー

は同数で ， 件となっている。現実感と同様，

二分されている。白黒にも比較的多く票が入ってい

るのは小学生，中学生と同様の傾向である。

防災イベント参加者の有効回答数は現実感で ， 

恐怖感で である。現実感ではカラー（

件）が最も多く，次いでどちらかと言えばカラー

（ ， 件）となっている。カラー側に現実感

があると回答した回答者は 。 である。一方，

白黒の回答率は ， 件であり防災上受講者よ

りも割合は少ないが，土木県建築部職員よりも多い。

恐怖感はカラー（ ， 件）が最も多く，つい

で白黒（ ， 件）で次点であった。カラーと

白黒が筆頭，準筆頭であることは防災士講習会と同

様の回答傾向である。

小学生，中学生において，現実感はカラーまたは

白黒に分かれる傾向がある。一方，恐怖感もカラー

と白黒に分かれるが，右田小学校ではどちらも同じ

も回答数が多かった。山口県職員の回答傾向は，現

実感，恐怖感ともに白黒の回答が極端に少ないこと

である。防災土講習会参加者と防災イベント参加者

の回答傾向は小学生・中学生と似ている。

3. 3 属性別の結果

山口県職員に回答傾向が同じ成人である防災士講

習会参加者や防災イベント参加者と異なる。いずれ

も成人であるが山口県職員は防災に精通した専門職

員の一面がある。防災イベント参加者は一般人と防

災関係者に分類されるので，両者で回答に差異があ

るか検討した。各ケースの結果をそれぞれ図 ，図

に示す。

図は に対する一般人と防災関係者の比較

である。有効回答数は一般人で ，防災関係者で

である。現実感については，一般人はカラーが最も

多く である。その他の回答は白黒を除けば

程度ほぼ同じ割合である。白黒は であり，

最も低い割合である。一方，防災関係者では，どち

らかと言えばカラーが最も高く である。次点

が白黒で となっている。一般人の防災関係者

もカラー側の回答が多いが，防災関係者は白黒に現

実感を覚える割合が高いことが興味深い。しかしな

がら，山口県職員は白黒もカラーも回答率が低いた

め，防災イベント参加者との感じ方は異なっている。

恐怖感については一般人では白黒が で最も

高い。それ以外の回答割合は ～ 程度でほぼ同

等である。一方，防災関係者はどちらも同じが

で最も高く，次いでどちらかと言えばカラーが

，白黒が 。 となっている。カラーは

で最小となっている。どちらも同じが最も高いのは

山口県職員と同じではあるが，白黒にも少なくない

回答割合であるところが，異なっている。一般人，

防災関係者ともに白黒にも少なくない回答割合であ

ることが確認できる。

図は に対する一般人と防災関係者の比較

である。有効回答数は一般人の現実感では ，恐怖

感が であり，防災関係者のそれらは ， である。

現実感については，一般人はカラーが最も多く

である。次いでどちらかと言えばカラーが 。

，白黒とどちらも同じが である。カラー側

に回答が集まっているのは山口県職員と同様である

が，白黒側にも多くはないが回答が集まっている。

防災関係者では一般人と同じく，カラーの

白黒とどちらかと言えばカラーが同じ割合で
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である。傾刷的には一般人と類似しており，山口県

職員との相違も一般人と同様である。

恐怖感については一般人ではカラーが ，白

黒が ，どちらも同じが ， どちらかと言

えばカラーが となっている。カラーが筆頭で

あるが，白黒， どちらも同じ， どちらかと言えばカ

ラーはほぼ類似の値となっている。山口県職員の回

答と比較すると と同様に決定的に異なるのは

白黒の回答割合である。山口県職員の白黒の回答割

合は非常に低いものであった。一方，防災関係者で

は，最も高い回答割合がカラーで である。次

いで白黒とどちらかと言えばカラーが同じ割合で

であった。他の選択枝の回答割合は ～ 

である。一般人と防災関係者を比較すると傾向的に

は類似しており一般人と防災関係者で違いは見られ

ない。山口県職員との相違も一般人と同様である。

4. おわりに

本研究では白黒で撮影された過去の災害写真をカ

ラー化して，それを防災教育に用いることを念頭に

おき，元画像である白黒写真とカラー化された写真

を比較して， どちらが現実感を抱きやすいのか， ど

ちらが恐怖感を抱きやすいのかについてアンケート

調査を行った。山口県を流れる一級河川である佐波

川で発生した水害を対象とした。アンケート対象者

は防府市立新田小学校年生（ 名），防府市立佐波

中学校（ 名），防府市立右田小学校（ 名），山

口県士木建築部職員（ 名），山口県防災士講習会

参加者（ 名），防府市メバル公園で開催された防

災イベント参加者（ 名）である。小中学生と成人

に分けられる。山口県土木建築部職員は

を利用したインターネット調査で行ったが，それ以

外は対面形式で調査を行った。得られた結果を大ま

かにまとめると以下のようになる。

白黒写真をカラー化した写真において，現実感に

ついては写真によって回答傾向が若干異なる場合も

あるが，小学生，中学生はカラーもしくは白黒への

回答が多い傾向にある。どちらかというとカラーの

回答を含めるとカラー側の回答が多い傾向となる。

一方，成人である防災士講習会参加者と防災イベン

ト参加者も概ね小学生，中学生と同様の傾向を示し

ている。山口県職員も同様の傾向ではあるが，白黒

の回答割合が少ないのが特徴的である。

恐怖感についても，現実感と同様小学生，中学生

はカラーもしくは白黒への回答が多い傾向にある。
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特に白黒の回答割合が高いことが特徴的である。防 道事務所河川管理課に深甚なる謝意を表します。

災士講習会参加者と防災イベント参加者も概ね小学

生，中学生と同様の傾向を示している。白黒への回 参考文献

答割合も比較的高い。しかしながら山口県職員はカ

ラー側の回答が高く，白黒への回答割合が極めて低 井村隆介( ) : （人工知能）技術を利用した桜

い結果が見られた。

カラー化写真は現実感を与えるには良い方法であ

ると示唆される。一方，恐怖感についてはそれほど

単純ではなく，小・中学生対象であれば白黒の方が

被災の恐ろしさが伝わる可能性がある。対象年齢や

目的に合わせて白黒，カラーを使い分けることも軍

要と示唆された。
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